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は じ め に 

本報告書は，財団法人アジア人ロ・開発協会が，平成 5年度農林水産省委託事業「アジア諸国

の農村人口と農業開発に関する調査」を受託し,ベトナム国で実施したものである。調査および

取りまとめ等については，本協会内に設置した国内検討委員会（主査 川野重任 東京大学名誉

教授）委員を中心に行った。 

調査の目的は,「アジア諸国の農村・農業開発に対する協力は，農業生産の振興はもとよりそ

れを支える農村社会の発展，農民の生活改善にも配慮しつつ，特に農村の人口扶養力の維持増大

に資するように進めていくことが必要である。 このため，アジア諸国の中からモデル的な地域を

選定して現地調査を行い」人口扶養力の維持増大を念頭に置いた農村・農業開発のあり方の検討

を行い，もって我が国の農林水産業協力の推進に資するものとする」 ことにある。 

調査に当たり現地では,グェン・ティ・タンベトナム人口・開発議員連盟会長，在ベトナム日

本大使館湯下博之大使，久保田真司総領事，小井沼紀芳参事官，奥平浩二等書記官に計画全体に

わたるご指導・ご協力をいただいた。 

国内では，農林水産省経済局国際協力課に調査内容についてのご指導および調査の便宜をいた

だいた。ここに深甚なる謝意を表する次第である。 

この報告が今後，ベトナム国の農村・農業開発プログラムと日本政府の有効な協力の推進に役

立つことを願うものである。 

なお本報告書は本協会の責任において作成したものであり，農林水産省あるいは日本政府の見

解や政策を反映するものでないことを付記する。 

平成 6年 3月 

財団法人 アジア人口・開発協会

理事長 前 田 福三郎 
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第 1章 総 括 

1 包括的な提案 

与えられた主題はベトナム農業を対象として，どのような国際協力の課題がわが国として考え

られるかということである。 

この場合,問題はまずベトナム自体がどのような農業開発推進上の計画を構想，樹立している

かということであり，その中でどのような協力要請を対外的にもっているかということである。 

そして,その中で何が日本に求められるかということである。 

両者はもちろん，密接に相い関連するが，しかし，求められる日本の立場からすると，資金的, 

技術的に応じ得る限度のあることはもちろん，日本の対外政策,その地位からする制約ももちろ

んあり得るであろう。 しかし，それ以上に，援助，協力が効果的に行われ得るためには，何より

もまず，その援助要請の前提となる現状把握が正確，適確に行われ，協力の対象たる開発推進の

計画がそれを受けて地に着いたものとなっていることが必要である。 

従ってこの場合，単純に先進国との比較で,その不足，欠落するものを洗い出し，拾い上げ,そ

の補いを援助，協力の課題とするといったような行き方が当を得たものでないことはいうまでも

ない。これは，途上国開発問題の研究者A.O.1、ーシュマン流に言えば，まさに途上国を一気に先

進国として転化させようという,いわば重ね写真作成の遊びにも似たもので,到底対策とはなり

得ない。 

対策は現実の中に見出すことである。いくら所得水準の低い国，低い人々といっても，生きも

のである。それなりに経済の循環をくり返し,そこには合理性もあれば，不合理性もある。そし

て開発とは，まさにその不合理性の発見を出発点として,今日の停滞が明日の飛躍,発展一少な

くとも一歩，数歩の前進一につながる契機，要因を発見することだとされる。 

従って,われわれの調査はまずこういった準備がベトナム国の側にあるかどうか,また,限ら

れた日程であるにしても，われわれ自身の現地農村調査でこういった関係がどこまで把握できる 



かどうかを確かめるというのが課題であった。そして，現地では政府関係者をはじめ,各種関係

の方々から多くの知見を与えられたが,第 5章「国際協力の課題」として提示される提案はその

結果である。 

しかし,その提案は,率直のところ, なお全体として極めて一般的，包括的なものとならざる

を得なかった。過去の経済の足どりについて，その手段と結果とのつながりが明らかにされ得て

いない。例えば，第 3章表 6 においても，[5か年計画の目標と農業生産の実績」 はそのそれぞ

れの数字はこれを示し得ているが，その計画の基礎が明らかでない。また,計画と実績との食い

違いの理由,関係が明らかでない。仮りに，コメ他メイズ,イモ，大豆,工芸作物などの生産物の

産出額が全体として相互に相い関連し,統ー的に把握されたものだとすれば，その相互関係を明

らかにすることによって, この計画の基礎とその当否の関係が明らかになる筈だが, その資料は

与えられていない。 また,肥料，機械などの投入がこの期間に増えたことも事実のようだが,そ

れらとのつながりも明らかでない。 

さらにコメの輸入国から輸出国に転じ得た背景，また，一気に200万トンもの輸出を実現し得

た背景は何か。一ロにドイ・モイ政策の採用の結果とされるが，では，そのドイ・モイ政策は具

体的に，いかなる仕組みによってそれを可能とし，これを実現させたのか。播種,収穫面積の増

加にしても同様である。何らかの理由によってそれが生産者に有利な結果をもたらしたことによ

ると考えるほかないが，そのプロセスについてわれわれは必ずしも一義的な説明資料を得ていな

い。 もし,その具体的関係が明らかになれば，それを一歩一歩進める方向において開発推進の策

が立つ筈であり，さらにその手段の選択において合理性の追究ができる筈である。 

潅排水,肥料の供給,機械化の推進など，いずれも包括的には生産性向上推進の策たり得るこ

とは間違いないが，しかし，問題はそれらを限られた資金，技術力などの条件下でいかにして実

現するか,また，その手順をどうするかということである。単にそれらの必要条件に言及し，そ

れらへの注意を喚起するだけでは足りない。それらを厳密な収支計算の下に選択することこそが

具体的な開発政策であり，援助，協力もまたこの中に位置付けされねばならないのだが，これに

は上述のような諸関係が具体的，詳細に明らかにされねばならないのである。その意味で，包括

的な施策提示にとどまらざるを得なかったことは残念だが,しかし,このことは逆に，援助，協

力の出発点はまさにこの関係を明らかにすることにあるということになるかも知れない。基礎的

調査実施への協力である。 

2 提案吟味の二視点 

その場合，ベトナムがこの 1世紀の間にたどって来た大きな足どりからして,2点に触れてお

きたい。ともにこうしたことがベトナムの経済構造，経済発展に対して特異な問題と性格とを与

え,特徴づける要因となっている点があるのではないかと思われることからである。 
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1つはベトナムが旧仏印,仏領インドシナとして全くの農業植民地としての開拓を受けてきた

ことからである。その結果は,特に南部においては，フランスの植民地官僚,軍人，それにつな

がる華僑，安南の大地主，商人などによる大規模なデルタ開発の推進であり,大地主による小作

米の大量集荷と大量の機械精米，輸出市場ー辺倒の商品化ということであった。当時，ベトナム

は」タイ，ビルマ（現ミャンマー） と並ぶ世界の 3大コメ輸出国の 1つとして，専ら西欧の他， 

東南アジア，南アジアなどコーヒー，紅茶，ゴム，スズなどの原料生産中心の植民地を対象とし

たコメ倉という感じで，国内は全くそのための農場，無限の水田の広がりという感じであった。 

逆にいえば,それだけ国内市場は狭く，小さく，市場のネットワークも貧弱，不備ということで

あった。したがって，肥料，農機具などの供給,調達,生産物の加工，販売,金融などあらゆる面

で個別農業経営者にとっての外部経済は不経済，非能率が現存するといってよいのではないかと

いうことである。 

植民地体制が排除された今では，当然，経済循環の比重は国内に移り，国内での経済循環の規

模が拡大されたものと考えてよい。それだけに,このネットワークの不備はその経済の活性化上, 

大きな陰路となる。現地調査の結果として農地の耕転にトラクターが入り，水牛は今や労働力と

してより食用としての比重が高いなどの記述も本文にあるが，これらについてもこの外部経済環

境の不備は少なからぬマイナス条件となっている筈と考えられる。 

従来，およそこうした需要のないところに卒然として需要が出来てくるといった場合，それを

満たす流通1 加工，貯蔵，情報などの諸条件がないことは大きな制約条件となるからである。具

体的には加工，修理，貯蔵施設などの不備は,機械の補修費を高め，屠畜加工などの便を阻み，そ

のコストを高める要因となる筈と考えられる。報告中，人口の都市ならびに都市周辺への移動の

進行が注意されているが，これも基本的に農村部におけるこの種のネットワーク，商業市場の欠

如に基づくと見るべきであろう。 

といって,この外部経済の創出は,制度，社会,経済の広汎な条件が絡み簡単ではない。おそ

らく，地方，行政制度の問題などとも関連し，容易ではないであろうが,普及制度整備の問題な

どとも絡み，その重要性は軽視し得ない。第 5章提案の中に，これに関連する事項が数多く見ら

れるのもこの関係を背景とする。 

その 2 は，南部は短かったが，それでも北部とともに,社会主義体制の下に置かれた歴史をも

つということである。これについては,現在，それからの解放の積極面だけが強調されている感

じがないでもないが，しかし果たしてそれだけか。社会主義体制の下で，どれだけ潅排水，土地

基盤整備などの公共事業が積極的に進められたか不詳であるが，もし中国の場合のような実績が

あったとすれば, やはりドイ・モイ体制以後のこの種事業の推進については関心をもたざるを得

ない。中央計画体制の排除が同時にこの種事業の後退，停滞につながることは十分にあり得るこ

とだからである。 

また, 仮りに従来，中央計画的に推し進められて来た各種施策が，例えば協同組合などの生産

者組織の自主的，自発的活動に委ねられるなどのことがあるとすれば，そこではまず,その組織 
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化の可能性とともに自発的,自主的活動の可能性が問題となる。それまでの企画統ー的統制的組

織が果たしてそのまま主体性をもった組合組織となり得るかどうかは疑問だが，さらに情報では， 

ドイ・モイ以後，急速な農民間の所得格差，階層格差が進みつつあるとされる。 さて,そうなれ

ば,果たして生産者の自主性，主体性を結集した組合組織や組合活動が期待できるかどうかとい

う疑問である。報告中，農民への技術情報の伝達が，従来生産隊のリーダーを通じて行なわれ, 

現在，個々の農民に対して行われるとあるが，それだけにその農民達は組織化され，その力は結

集されねば力とならないと考えられるが，それが期待できるかどうかということである。 

最後に，基本的な問題は，ドイ・モイは果たしてどこまで社会主義の基本体制を残し，どこま

でそれを排除しているか,従っていわば資本主義の体制を承認しているかということである。援

助・協力が純粋にそうした諸条件に関係のない無償のものであれば別だが,有償の償還, 返済を

必要とするものの場合には，この点が基本的に重要となる。第 S 章の包括的提案の吟味・検討に

ついては,なお」以上のような諸点が問題となる。 



第 2章 一般概要 

1 国土および国民 

(1） 国 土 

① 地理的位置 

ベトナム国はインドシナ半島の東海岸に位置する国家である。南北に細長く S字型をなし，逆

立ちした龍の形にたとえられる。中国，ラオス，カンボジアと国境を接しており, ラオス, カン

ボジアとはイソドシナ半島の背にあたる山脈で分割されている。北緯8度30分から23度22分に位

置し,最北端から最南端までの距離は1,650kmで ある。平野部は北部と南部に位置し中部では山

地が海岸線のすぐ近くまで追っている。東西の最も幅の広い部分で約600 km，最も狭い部分（中

部トウアティェン省）では50kmほどしかない。海岸線の長さは3,260km, 北部はトンキン湾，中, 

南部は南シナ海，シャム湾に面している。 

② 国土面積 

国土面積は33万104平方面 (1992年）で，九州を除く日本の面積にほぼ等しい。国土の 4 分の 

3 は山岳,丘陵,高原地帯であり地形的には，a．中国雲南から北部及び, 中部ベトナムへと南下, 

インドシナ半島を東西に分けているチュオン・スン（アンナン）山脈とそれに列なる高原地帯。 

b.雲南からトンキン湾にそそぐ紅河が形成したトンキン・デルタ（紅河デルタ）oc．チュオン・

スン山脈が南シナ海に迫る狭い海岸平野地帯。d‘チベットからラオス，タイ,カンボジアを流れ， 

南部ベトナムに注ぐメコン川が形成したメコン・デルタの 4つの地域に分けることができる。 

この 4つの地型的な区分に南北の気候格差を加え，a」および C‘を南北に分割した6つの地形

区分が多く使われる。 
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③ 気 候 

ベトナム国の気候は北部と南部で大きく違う。北部は亜熱帯型で,四季の変化があり，11月か

ら1月上旬までの冬は比較的湿度も低くしのぎやすいが,その後4月までは湿潤な霧雨期となり, 

0 月から10月が暑熱と台風・洪水の季節となる。南部は熱帯モンスーンに属し11月から 4月まで

の乾期と5月から10月までの雨期に分かれ常夏である。 

(2） 国 民 

① 民 族 

1992年のベトナム国の人口は6,903万6千人，平均人口密度は 1平方厨当たり209人である。人

口の民族別構成は，1989年の人口センサスによるとほぼ 9割の86.87％が狭義のベトナム人であ

るキン（Khinh) 族，少数民族が13.13％となっている。 

少数民族の内訳はタイ（Tay）族14.04%, ターイ（Thai）族12.27%, ホア（faa）族10.62%, 

クメール（Kho me）族10.56%，ムオン（Muong) 族10.79, ヌン（Nung）族8.32%，その他33.40 

％となっている。 

② 言 語 

国語はクオック・グー（国語）と呼ばれる, アルファベット表記のベトナム語である。 ベトナ

ム語は 6声あり,世界で最も発音の難しい言語の 1つとなっている。従って，仮に日本語で同じ

表記であっても「声」によって6つの異なった意味を持つことになる。 

ベトナム語がアルファベット表記になったのは1917年のことで，当時のベトナム総督アルベー 

ル・サローが出した教育改革令による。それ以前は，中華世界の一員として公文書は漢文で書か

れ，民間文学はチューノム文字で表記されていた。したがって,現在でも漢字起源の単語はベト

ナム語の単語の 6割を占めると言われる。 

アルファベット化される以前に使われていたチューノム文字で，ベトナム語がもつ発音の複雑

さを文字に表記するためには，4,000文字以上の文字を覚える必要があった。従って，ー般の民衆

にとって,漢字を更に複雑にしたチューノム文字は実用的であるとは言い難かったのである。 

ベトナム語がアルファベット表記された結果,文字の普及が容易になったことは否定できない。 

しかしながら，アルファベット化されたベトナム語には,伝統的に中華世界の一員として継承し

てきた漢字の持つ意味を喪失した側面もあるのである。 

③ 宗 教 

国民のほとんどは，儒教・仏教・道教が融合した三教（タム・ザオ）と呼ばれる形態の宗教を 

信仰している。 これは，中国や日本の宗教のありかたと良く似ている。 

混交している宗教は違っても,日本と同様に多神教と仏教が融合した形となっている事は共通 

している。同じインドシナ半島にありながら，ラオス，カンボジアで支配的な仏教はこのような 
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形での混交の程度が少ない仏教である。 

これは,同じ仏教とはいってもインドシナ半島のベトナムより東ではいわゆる北伝大乗仏教で

あり，ラオス，カンボジア以西は南伝上座部仏教が支配的であるという仏教の性格の違いとして

理解することができる。 

正確な統計は得られていないが，ベトナムの宗教別人口比は，この三教が融合した形の仏教徒

が人口の約90%, 7％がローマカトリックのキリスト教徒であるといわれている。 その他に重要

な宗教としては，1939年，教祖フィンフーソーによって創立された改良仏教であるホア・ハオ仏

教やカオダイ教がある。 

カオダイ教は,1920年にコーチシナ政庁の下級官吏であったゴーヴァンチウがはじめた新興宗

教である。その教義は,全ての宗教の根本は「愛」であるとし,至上神カオダイを中心として儒

教・仏教・道教・キリスト教・民間信仰を混交したものである。 

その他には,プロテスタント，バハイ教，翁道（オンダオ）教などがある。 

④ 教育制度 

1990年以降ベトナムの教育システムはー元化され,教育訓練省（Ministry of Education and 

Training: MOET）の監督下にある。 

小学校以前の教育（Pre Primary School）は 3歳以上の幼児を対象とし,教育期間2-3年

間である。小学校（Primary School）には 6歳で入学しその就業年限は 5年問である。就学率

は90％程度であり,小学校1年次登録者中,5年次まで終えることができる割合は60％で「残り

の40％は再履修ならびに,ドロップアウトしている。最終的には70％程度の達成率となっている。 

その後中等教育は就業年限 4年の中学校（Lower Secondary）と高等学校にわかれる。高等

学校は，通常の普通高等学校（Upper Secondary）就業年限 3年と職業高等学校および職業訓

練選択科（Variety of Specialized Secondary and Vocational Education Option) に分か

れることになる。 

教育機関の設置基準は各村に少なくとも 1つの小学校，全国に540ある県および49の町それぞ

れに少なくとも 1つの高等学校を設立することになっている。中等学校は小学校との併設の場合

が多く，小学校だけの校舎は4,600であり，中学校だけの校舎は1,900に過ぎない。 

高等教育機関は選択する選考によってその就学期間が異なっている。準学士（短大）の 3年コー 

スから博士（大学院卒業）の 8年コースまで別れている。専攻によっても就業年限は異なり，医

学・歯科医学のコ～スは 6年間，技術者のコースは 5年間,その他のコースは 4年間，短大 3年

間となっている。 



2 政治体制 

(1） 政治体制 

ベトナム国の政治体制は, 単独政党である共産党指導下の社会主義共和制である。元首はレ・

ドック・アイン大統領（国家主席）である。 

ベトナム国の政治・行政システムは国政レベルから地方まで統一された組織によって連営され

ている。行政単位は州（Province) および市（City), 県（District) および行政区（Adminis-

trative divisions)，村（Village) および区画（Quarters) というそれぞれの階層ごとに分けら

れている。現在53の州および市，500の県および行政区画, およそ10,000の村に分けられている。 

ベトナムの国家行政機構は , 国会，大統領（国家主席），政府, 人民裁判所，人民検察庁，地方

議会である人民議会（People's Council), 地方行政組織である人民委員会（People's Committee) 

によって構成されている。 

1992年の憲法によれば, 国権の最高機関は国会であり , 憲法・法律の策定変更を行う唯ーの機

関であると定められている。国会議員は人民の代表として, 直接，投票によって選ばれる。国会

議員は，395名でありその任期は 5年である。選挙区は全国を158にわけた中選挙区制である。選

挙権は18歳以上，被選挙権は21歳以上である。 

国会は常任委員と 7 つの分野の常任分科会に別れている。7 つの分野とは（1）法務，(2）予算・

計画および経済，(3）外交,(4)防衛,(5）社会問題，(6）科学・技術および環境，(7）子供・青年・

教育・文化の 7 つの分野である。 

それぞれの委員会はその委員会の専門委員と責任を持つ議員によって構成されている。国会の

主要な役職は国会議長 1 名，副議長 3 名，常任委員 9 名となっている。 

国家元首（大統領）は，国会議員の互選によって選ばれる。大統領は , 内政および外交に対し

て責任を負う。任期は国会と同じく 5年であるが, 次の大統領が決定するまではその職務を執行

すると規定されている。 

現在の大統領はレ・ドク・アイン（Mr. Le Due Anh)，国会議長はノン・ドック・マイン 

(Mr. Nong Duc Manh)，首相はボー・バン・キエット（Mr. Vo Van Kiet）である。 

内閣は国会の理事会であり, 最高の行政機関である。そのメンバーは首相，副首相 , 大臣およ

びその他のメンバーによって構成されている。 

(2） 地方行政 

地方行政は，地方議会である人民議会（People's Council)，地方行政組織である人民委員会 

(People's Committee）によって構成されている。県（District) および行政区（Administrative 
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divisions), 村（Village) および区画（Quaters ）というそれぞれの階層ごとに人民議会と人民

員会があり，地方政治及び行政を担っている。それぞれのレベルの地方人民委員会議長が地方行

政の長（知事および市長および村長）となり，行政を行っている。 

(3） 政 

① 内 政 

内政の面では，1986年共産党大会で,グェン・ヴァン・リンが書記長に選出されるとともに, 

党執行部,閣僚の大幅な交代があり，経済分野を中心にドイ・モイ（刷新）政策推進の体制を築

く。自由化と開放化によって経済が活性化し，行政機構の合理化も推進された。 

1991年 6月，第 7回党大会でドー・ムオイ首相が党書記長に就任。老齢党幹部など大規模な交 

代，ドイ・モイ路線の継続を決定。首相に第ー副首相であったボー・バン・キェット氏が就任。 

1992年 4月には憲法を改正，民主化・情報の公開,共産党支配の限定と国会の役割強化を進め 

る方針を決定したが,社会主義と「共産党一党支配」，ドイ・モイ路線の推進継続が決まった。 

新憲法下での国会議員選挙を経て1992年 9月には, レ・ドック・アイン大統領を選出した。 

また，人口・農村開発政策を国の重要政策としておき，軍事予算を徐々に減少させて,人口政 

策に振り向ける事が決定されている。 

② 外 交 

社会主義国・共産主義勢力，非同盟諸国との連帯，インドシナ三国の相互協力と関係強化。同

時に日本，西欧，米国，ASEAN諸国との関係改善強化に動いている。ソ連邦の崩壊，東欧の

変革，またカンボジア和平合意成立を以て,中国との関係改善強化をはかりつつ，対外関係の多

角化をこれまで以上に積極化。1992年12月には韓国との外交関係樹立。1993年 2月には旧宗主国

であるフランスのミッテラン大統領が訪問するなど,西側諸国との改善関係が目立っている。現

在，米国との国交樹立・関係正常化が外交の最重要課題の 1つとなっている。 

3 経 済 

(D 経済の概況 

1992年に改訂された憲法によると,ベトナムは国家の管理と社会主義的な志向性に従った，市

場機構にもとづく商品経済を推進する，となっている。 

市場経済原理・私企業設立の自由化など経済構造改革を目指す，ドイ・モイ政策の導入によっ

て，1988年後半から経済が活性化した。現在，国家の指導による市場経済物計画経済から自由・ 
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開放経済への移行が急速に進みつつある。その結果として，失業問題の顕在化，所得格差の急激

な拡大,国営企業の不振などの問題も発生している。国民 1人当たりのGNPは200 $，経済成

長率は3.8％と推定されている。 

1992年度のGDPは101,870 (Billion Dong)，邦貨でほぼ 1ブK187億円である。産業別GNP 

比は1992年の統計で，農業（水産・漁業を含む）38.2%,サービス業37.2%,工業24.6％となって

いる。 

現在，開放政策にともない所得格差が拡大している。特に都市と農村間の所得格差が大きくな

り，経済開発と社会福祉を含む社会開発とをどう両立させるかが政策的な課題となっている。 

1988年には400％に達し,1991年でも70％にもおよんだインフレも1992年には17.5%, 1993年の 

1月から 8％程度にまで鎮静化し,現在では物価水準も安定している（図 1 )。 

主要産業は農業で,総労働人口の70％以上が農業に従事している。1989年を境として米の輸入

国から輸出国へと転じ,タイ，アメリカに次ぐ世界第 3位の輸出国となっている。 

主要な農業産品は，米，ゴム，トウモロコシ，砂糖キビ,果物，ジュート，タバコ, コーヒー, 

茶などである。 

水産業では，淡水魚漁業，沿岸漁業・養殖（エビ,ィカ等），林業では,板材，丸太等，鉱業で

は石油J 無煙炭，燐灰石，鉄鉱石,ボーキサイト, クローム,錫,けい砂等,である。 

また。開放政策にともない海外からの投資も急増しており，累計投資額の 8割以上は 1月期か

ら92年 9月までに行われた投資である。累計投資額では 1位台湾,2位ホンコン，3位フランス, 

4位英国,5位日本の順である（表 1)0 

(2） 労働力 

労働力人口は1992年で，3,200万人であると推計されている。ILOの推計によるとその内220 

万人は失業人口である。労働人口と不完全就業人口のほとんどは農村部に居住している。したがっ

て,農村人口は就業人口のほぽ75％程度にまで達している。ベトナム国の識字率は88％程度と比

較的教育程度も高く，人間資源の面からみた場合，豊富な人間資源を持っているということがで

きる。 

しかし」まだ市場経済体制に移行してまもないため,国際的に市場を見出すことがなかなか困

難で，開放政策が充分な雇用創出効果を発揮しているとはいいがたい。また,ベトナム国の人口

増加率は約2.13％と高く,毎年約100万人が労働人口として新たに加わっている。とくに,北部農

村部では潜在失業率が7割から 8割に達しており,雇用の創出が急務となっているのである。 

(3） 貿 易 

日本はベトナム国の最大の輸出相手国である。現在，ベトナム国はその貿易相手国を旧ソ連邦

諸国，東ョーロッパ諸国から，西側諸国，アジア諸国に変化させてきている。近年ベトナム南部

ブンタウ沖で石油が採掘されるようになり，石油の輸出国となっている。 
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また1989年から米の輸出国に転じ，タイ,アメリカ合衆国につぐ世界第三位の米の輸出国になっ

ている。ただ，市場経済体制に移行してまだ間もないことから,十分な輸出先の市場をみいだす

ことができないでいる。特に，識字率の高さ，潜在失業率の高さなど労働集約的産業を起こすう

えで必要となる人間資源の面で比較優位を持っているにも関わらず,その有り余る人間資源を生

かした，商品とその市場を見出せないでいる。 

ベトナム国の主要な輸出産品は原油，石炭，錫，米などである （表2)。我が国への1991年のベ

トナム国からの輸入は891億円（661.69百万ドル）原油・無煙炭（64%),エビ・イカなど水産物 

(20%),化学製品（7%)，織維製品（6%）であり，ベトナム国への最大の輸出相手国となって

いる（表 3)0 

石油の輸出国ではあるが,国内で生産する良質の石油は輸出し外貨の獲得を図るため，主要輸

入品目の上位に国内消費の石油や化学肥料,軽油等が上がっている（表 4)。また主要輸入先国

はシンガポール，旧ソ連邦，ホンコン等である（表 5)o 

一方ベトナム国の日本からの輸入は，1991年で292億円（21,727万ドル）でその内訳は，テレビ・

ビデオデッキ・冷蔵庫等電気機器（19%),ノぐイク・自動車等（15%),鉄鋼等（7%）化学製品 

(7%)，繊維製品（5%）である。 

(4） 援 助 

ベトナム国に対する公的開発援助の総額は海外経済協力基金の統計によれば1990年で1億8,960 

万Usドル，1991年で 2億1,850万ドルとなっている。その内訳は,二国間援助が 1億3,500万ド

ル」多国間援助が 3千330万ドルで，二国間援助の上位 5か国はスウェーデン，ドイツ，フィンラ

ンド，フランス，日本の順である。 

日本のベトナム国に対する援助は，南ベトナム崩壊以降では総計744億円。 その内訳は無償資

金協力が計183.4億円，有償資金協力555億円，災害緊急援助1.72億円および76万ドル！その他2.75 

億円および10万ドルとなっている。 

1990年以降に限定すると，無償資金協力では92年 7月のチョーライ病院復興計画（8.4億円）, 

有償資金協力は92年11月の455億円の協力となっている。 

1991年の日本の援助は,710万ドルで，その内訳は，全額贈与で，内693万ドルは技術協力であ

る。 

4 ベトナムの人口 

d） 人口規模と年齢構成 

ベトナムの人口の大きな特徴は，(1）人口規模の大きさ，(2）人口増加率の高さ，そして ⑧郡部 
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人口の多さ,の 3点にある。表1が示しているのは，ベトナムおよび近隣諸国の主要人口商品で

ある。この表から分かるように，ベトナムの人口は6,693万人（1990年）で,人口増加率は2.2% 

である（1992年は6,930万人）。インドネシアを別にすれば,表中ではベトナムの人口が最も大き

い。この大規模な人ロが年2.2％の速度で急増すれば，約30年で倍増する。しかも，この人口の大

半（80%）が郡部に居住していることからするなら,農業部門に対する人口増加による圧力の影

響は容易に察することができよう。 

人口増加率がこのような高水準にある理由は，ベトナム人口の年齢構成が比較的若く,活力が

あることを示している。具体的にいえば, 表中の国の中では」総人口に占める年少人口 (0-14 

歳）の割合はベトナムが最も多く，逆に総人口に占める老年人口（15-64歳）の割合は他国とほ

ぼ同じ水準にある。その結果,ベトナムの人口ピラミッドは，図 2が示すように,比較的きれい

な三角形をしている。ただし，この人口ピラミッドの40-45歳の層の部分がえぐられているのは, 

ベトナム戦争の影響によるものである。 

このような人口構成の若さは,常識的にみれば肯定的な側面があるように思われるが, 現実に

はマイナスの側面がかなり大きいのである。 この点を,概観しておこう。 

―国の人ロは年齢によって年少人口（ 0 -14歳），生産年齢人口（15-64歳）, そして老年人口 

(65歳以上）の年齢集団に区分される。このうちの年少人口と老年人口は,生産年齢人口によっ

て扶養されている人口集団であって，従属人口とよばれている。表 6 の従属人口指数（＝〔（年少

人口＋老年人口）41老年人ロ〕x 100）とは，100人の生産年齢人口が何人の従属人口を扶養しなけ

ればならないか,という全般的な扶養負担を示す指標である。この従属人口指数は,表中の国の

中ではベトナムが最も高い水準（77.9）にある。その理由は,同国の年少人口指数が他の国より

も多い（70.0）ことにある。 

こうした状況が同国の経済に深刻な影響を及ぼしていることは，確かであろう。 

(2） 人口動態の趨勢と人口転換 

一国の人口構成や規模の変動は,出生，死亡，そして移動によって起こる。しかし，国際移動

の総人口に対する影響は通常は無視し得るほど小さいために，一国の人口変動の主要因は出生と

死亡ということになる。表7は，ベトナムについて，主要因に関する人口指標，すなわち普通出

生率と普通死亡率，両者の差である自然増加率（＝普通出生率ー普通死亡率），合計特殊出生率， 

そして平均寿命の時系列変化を示したものである。 

人口動態率の推移は，通常は，人口転換理論によって説明することができる。この人口転換理

論とは，人口状況が高出生高死亡率（低発展段階）の状態から低出生低死亡率（高発展段階）の

状況へと推移する過程を，社会経済の発展と関連づけて説明する一種の発展段階理論である。ま

た，人口動態のそうした推移を，人口転換という。人口転換理論は,西欧諸国の歴史的経験から

抽出された人口学上の法則であって,極めて高い説明能力を有している。人口転換過程のあらま

しは,下記の通りである（図 3を参照されたい）。 
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社会経済の発展にともなって，人口動態の推移は,まず（1）出生率も死亡率も高水準にあるがゆ

えに，両者の差である自然増加率（＝出生率一死亡率）も必然的に低水準にならざるを得ない時

期（第1期,低発展段階）から,②出生率は高水準を維持しているが，死亡率は急速に低下する

ために,自然増加率が上昇する時期（第 2期）,そして（3）死亡率を急追するように，出生率が急速

に低下するために，自然増加率が低下する時期（第 3期）を経由して，最終的には（4）出生率も死

亡率も低水準にあるがゆえに,自然増加率も低水準におち着く時期（第 4期，高発展段階）に到

達する,というものである。 

図4 が示しているのは,表7が示している普通出生率と普通死亡率の推移である。この図 4 か

ら分かるように，ベトナムにおける人口動態の推移は人口転換理論が想定している経路にそって

進展していることが分かる。また，図 3と図 4 とを対応させるならば，ベトナムの人口状況は状

況転換理論の第 3期の初期に相当している,といえよう。 

このような人口動態率の推移を見るならば，表 8に示されているように，ベトナムの人口がご

く最近に至るまで急速に増加してきた理由が分かるであろう。すなわち，端的にいうならば，出

生率の方は緩慢にしか低下しないにもかかわらず,死亡率が急速に低下したために，自然増加率

が上昇したことが,人口増加の大きな原因なのである。たとえば，22.1%0という人口増加率の影

響には,極めて大きなものがある。 というのも，この増加率にしたがって人口が増加した場合, 

ベトナムの人口は約30年で倍増するからである。 

ところで，人口転換理論によってベトナムの人口動態の推移および人口増加を解釈する場合, 

とくに注意を要すげき問題がある。それは，社会経済の発展との関係である。西欧先進諸国の人

口転換は，それらの諸国内の社会経済発展によって誘発された,いわば内生的な人口転換である。 

ところが，同国の社会経済の概況を見るならば，社会経済開発が順調に進展している,とはいい

難い段階にある。にもかかわらず，先にも述べたように,人口動態の状況は，既に人口転換の第 

3段階の初期にまで達しているのである。 

では,ベトナムの人口転換をここまで進展させた最大の要因は，いったい何なのであろうか。 

同国の諸条件を勘案するならば，おそらくは同国政府が推進してきた（1）保健,医療，公衆衛生な

どが，死亡率を急速に低下させたことと,(2）家族計画プログラムが出生率を低下させたこと，の 

2点にその要因を求めることができよう。 このような観点からするならば,ベトナムの人口転換

は西欧諸国に見られるような内生的なものではなく，政府の人口政策に先導された形の外生的な

人口転換である,といってよいであろう。 

(3） 人口増加と人口問題 

ベトナム政府は経済開発政策を積極的に推し進めているが,工業化が著しく進展しているわけ

ではない。同国のGDP（国内総生産）の34.5％は農林業が占めていることからも分かるように 

（工業は22.6%),典型的な農業国なのである。 同じことは，人口分布からもいえる。 たとえば， 

総人口に占める市部人口と郡部人口の比率を求めると，前者20％を占め1 また後者が80％を占め 
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ていることが分かる。この指標からするならば，人ロの圧倒的な部分が農村地域に居住し, また

農業から生活の糧を得ていることは確かである。 

さて，市部と郡部とを比較するならば，(1）生活水準は市部の方が郡部より高いために,(2)郡部

の出生率は市部よりも高水準にならざるを得ず,それゆえに⑧郡部の人口増加率は市部より高く

なる傾向にある,ということは世界各国に共通して見られる人口趨勢である。ベトナムに関して

は，この点に関する詳細なデータは，諸般の事情から入手できなかった。しかし,調査対象地域

の概要（第 4章）に諸述してあるが，農村地域の状況を詳細に検討するならば，こうした傾向が

同国にも存在することは確かである。 

ベトナムのこうした経済および人口の状況は，同国が厳しい人口問題に直面していることを物

語っている。すなわち,郡部の人口増加率が市部よりも高いことは，市部よりも多くの年少人口

を生産年齢人口が扶養しなければならないことを意味している。郡部における生産年齢人口の負

担は，当然のことながら，都市部より高くなるはずである。他方，農業部門における生産性をあ

げることは，一朝一タにすむ簡単な作業ではない。 

その結果,郡部における生活水準は，低下せざるを得ないことになる。後に述べる調査対象地

域の概要（第 4章）からも，農村地域のこうした実状は読み取れるはずである。低い生活水準， 

高い人口増加率，高い人口密度，といった典型的な農村地域の窮状は，こういった諸要因が複合

した結果としてもたらされたものなのである。 しかも，悪いことに，急速な人口増加が今後も継

続する公算は，極めて高いのである（表 9を参照のこと）。 

にもかかわらず,過大な役割を担わざるを得ないのが,農業部門である。工業部門が十分に発

達していない状況では，余剰労働力を吸収できる産業部門は農業しかない。しかも，国民への食

料供給も，農業部門の役割である。もし食料供給に不安がでれば，一国の政治的，経済的な安定

性にも揺らぎがでてくる。端的にいうならば，貧困が人口増加をもたらし, また,人口増加ゆえ

に貧困にならざるを得ない農業地域が，国民に「職」と「食」を供給し，また政治経済の安定を

保障する,という負担を担っているのである。 

本節におけるこれまでの説明だけからも,(1）ベトナムにおける農村地域がいかに深刻な人口問

題に直面しているか，また（2）同国の経済発展を推進する上で，農村地域がいかに重要な役割も担っ

ているか，の 2点が分かるであろう。農業開発と農業地域における家族計画プログラムを，ベト

ナム政府が積極的に推進している理由はここにある。 

この家族計画プログラムに関していえば，より一層の進展を図るために，政府が（1）母子保健, 

とくに家族レベルでの母子保健に力を入れていること，(2) I E C (Information, Education, 

and Communication） 活動に力を入れていること，の 2点は高く評価できる。というのも,こ

れらの政策は，住民の家族計画への意識を高めるからである。器材や財政の不足に直面している

ことは分かるが，この方針を堅持すべきであろう。 

しかしながら,ここにも留意すべき点がある。ベトナムの農村地域でも，とくに高地には多数

の少数民族が居住している。こういった人々の間に,家族計画プログラムを強制的に浸透させよ 
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うとしても,かえって反発を招くだけであろう。とくに,現地調査報告でも触れているが，こう

いった地域で不妊手術が奨励されていることは問題である。 

(4） 国内人口移動 

ベトナムにおいても,経済の自由化が行われる以前は，「移動の自由」は認められておらず, 人

口再配置計画が政府の手で進められていた。 その主たる目的は,(1）紅河デルタ地域の人口圧力を

緩和すること，(2）市や町,とくに大都市の人口増加率を抑制すること,(3）県や地区の人口を再配

置し, コミューンとの結びつきを強化すること,(4）人口再配置政策を国防と安全保障のために用

いること，の 4点である。 

図5および図6が示しているのは,最近のベトナムでの国内人口移動の動向である。 2つの図

から分かることは,(1）商工業の立地する大都市地域，およびその周辺地域への人口移動が大きな

比重を占めていること,(2）ベトナム北部（旧北ベトナム）からベトナム南部（旧南ベトナム）へ

の人口移動が，大きな比重を占めていること,の 2点である。この移動の動向から，政府の人口

再配置計画が人口移動に及ぼした影響が読み取れる。 

しかし,今日では，政府の指導による人口移動は，低調であるように思われる。 とくに自由化

政策が採られて以降は，それに替わって個々人の自由な意志による人口移動が活発になっている

ようである。しかしながら，後述する調査対象地域の概要（第 4章）に見られるように，ベトナ

ム北部から南部へ，という人口移動の方向性に変わりはないようである。また，ベトナム北部か

ら南部へと流入した人口が熱病の主要な発生源になっている,との情報も現地での調査から得て

いる。このような点にも注意を払う必要があろう。 

価） まとめ 

以上の部分では，ベトナムの人口規模および人口動態の変動について考察してきたが，ここか

ら得られた主要な知見は，次の 5点に要約することができよう。 

(1） ベトナムの人口増加率は，依然として高い水準にある。 

(2） こうした人口増加の原因は，家族計画プログラムや公衆衛生の進展などによる外生的人口

転換に求められる。 

(3） この人口の急増は，同国の基幹産業である農村に対する人口圧力を著しく高めるために， 

同国の人口問題は深刻化している。 

(4）人口圧力を緩和し，経済開発を推進するためにも,農村地域における家族計画プログラム

をより積極的に推進する必要がある。 

(5）家族計画を推進するために,政府が母子保健やI EC活動に力を入れていることは高く評

価できるが,これを推進するに際しては少数民族への配慮を怠るべきではないであろう。 

以上の諸点を勘案するならば，人口分野でわが国が実施可能な協力は,農村地域における母子

保健やI EC活動への器材や財政面での援助，わが国でもかつて行われた生活改善運動のノウハ 
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ウのベトナムへの移転, 人口統計のより一層の整備などに限られてくるであろう。 なかでも，人

口統計に関して付言するならば，農村地域のなかでも貧しい地域ほど，人口統計の精度が低下し

ているのは問題であろう。というのも, 地域開発計画などを策定する際に，人口統計は最も重要

かつ基本的なデータとなるからである。 

また, いかに農村地域への家族計画プログラムの普及が重要であるとしても，わが国がこの分

野への援助を行なうに際しては, とくに慎重に行動すべきであろう。その主たる理由としては， 

(1）妊娠や出産は極めて個人的な微妙な事柄であって，公的機関による独断的な関与は住民の反発

を招きかねないこと,(2）少数民族を抱える地域では，この種の深刻な問題がさらに複雑かつ微妙

になること,(3）わが国は第 2 次世界大戦という特殊な時期を除けば, 人口政策を行ったことがな

く，政府主導型の家族計画プログラムに関するノウハウの蓄積が十分ではないように思われるこ

と, などの点をあげることができる。 
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出所) Foreign Direct Investment in Vietnan June, 1993 

表 2 主要輸出品目 

国
 

油 	5,400 (1,000トン） 

煙 	炭 	1,568 (1,000トン） 

1,950 (1,000トン） 

ー 	ヒ 	- 	98 (1,000トン） 

錫 	 3,727（トン） 

出所）Statistical Year Book 1992 

表 3 主要輸出相手国 

単位（100万Usドル） 

本 719 .3 

ン ガポ ー ル 425 .0 

ン 	コ 	ン 223 .3 

連 	邦 214 .5 

ラ 	ン 	ス 83 .1 

出 fi) Statistical Year Book 1992 

表 4 主要輸入品目 

石 	 油 	3,331.2 (1,000トン） 

化 	学 	肥 	料 	2,829.1 (L000トン） 

軽 	 油 	1,457.0 (L000トン） 

灯 	 油 	859.3 (1,000トン） 

出所) Statistical Year Book 1992 

表 5 主要輸入先国 
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1950 

1955 

1960 

1965 

1970 

1975 

1976 

1979 

1980 

1985 

1989 

1990 

1991 

1992 

29,954 

32,009 

34,743 

38,341 

42,729 

48,030 

53,700 

59,902 

66,693 

30,172 

34,929 

41,063 

49,160 

52,462 

64,774 

66,233 

67,774 

69,306 

年 次 国 連 推 計 	 公 表 値 

表 6 アジアの諸国の主要人口指数（1990) 

総人口 

（万人） 

ベ ト ナ ム 6,669.3 

タ イ 353.1 
ミ ヤ ン マ ー 4,167.5 
マ レ ー シ ア 1,789.1 
シ ン ガ ポ ー ル 272.3 
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フ ィ リ ピ ン 6,241.3 
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出所）United Nations, World Population Prospects (1990)0 

表 7 人口動態の推移 

年 	次 合計特殊出生率 普通出生率 普通死亡率 自然増加率 平均寿命 

1950一30 6.05 41.8 28.5 13.3 40.4 
1955- 60 6.05 42.0 25.6 16.4 42.9 
1960 -65 6.05 40.9 21.2 19.7 45.4 
1965-70 5.94 38.3 16.6 21.7 47.9 
1970- 75 5.85 37.6 14.3 23.3 50.3 
1975一80 5.59 38.3 11.4 26.9 55.8 
1980-85 4.82 34.7 11.1 23.6 59.0 
1985一90 4.10 31.8 9.5 22.3 61.5 
1990-95 3.07 30.3 8.2 22.1 63.5 

出所）United Nations, World Population Prospects 1992. 

表 8 総人口の推移 

注）国連推計は，国連人口部による推計値，公表値は，ベトナム政府によるもの。 

出所）United Nations, World Population Prospects 1990., Statistical Publishing House, Statistical 
Yearbook 1992. 
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表 9 将来人口推計 

（単位】1,000人） 

推 計 	年 次 
推計の種類 

1989-94 1995-99 2000-04 2005-09 20101 14 
低位推計 64,412 71,707 78,224 83,240 88,053 
中位推計 64,412 71,946 78,986 85,042 90,60! 
高位推計 64,412 72,200 79,184 86,964 93,430 

出所) Detailed Analysis of Sample Results. 

図1 インフレ率およびに外国為替レートの変動 

図 2 ベトナムの人口ピラミッド 

1989年 

出所) Detailed Analysis of Sample Survey 
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Mien nfii Trung du B.cb6 (Northern Uplands) 
4. Cao Bang 
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6. Lang Son 
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図5 経済地域（Economic Zone）への人口移動,1984一1989 

出所) Detailed Analysis of Sample Results. 
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25. Gia Lai-Kong Turn 
26. BIc Lc 
27. Lam】 B6ng 

B6ng Narn hO (Southeast) 
2. Th'nh ph6 I-JO Chi Minh 

28. S6ng Be 
29. Te.y Ninh 
30. BOng Nai 
40. VOng T'u-COn B'o 

ぐ・c 

りぎ ' ' 
ー，二7, 
』bロ二 

図 6 県間移動,1984-1989 

BOngng bang sOng Ciulong (Mekong River Delta) 
31. Long An 
32. BOng Thp 
33. An Giang 
34. Then Giang 
35. Ben Tre 
36. Ciiu Long 
37. H'u Giang 
38. Ki'n Giang 
39. Minh Hi 

出所）図 3 と同じ 
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第 3 章 ベトナム農業経済の概況と

農業開発政策の課題 

ベトナムの農林水産業が国民生産・雇用面で占める地位は極めて重要で,農林水産業ならびに

関連産業の発展が,これらの産業に従事する人々の所得向上におよぼす効果は甚大である。また， 

農林水産物およびその加工品は,外貨の獲得源としても重要である。したがって，ベトナム政府

が，経済開発戦略の中で，農林水産業ならびに関連産業の発展に置く優先度は非常に高い。 

ベトナムの農業生産システムは，幾多の制度面・技術面での変更を経て，市場経済の導入がは

かられてきた。南北統一後，1981年までは,合作社（協同組合），国営農場を基礎経営単位とする, 

いわゆる社会主義的な集団農業の建設が目標とされてきた。しかし，官僚的・中央集権的管理制

度の非効率性と,個々の農民の生産意欲の減退とにより，農業生産は停滞し，農業集団化の方針

は変更を余儀なくされた。1981年には, それまでの，生産隊が生産を請け負う三請負制を廃し， 

個々の農民が生産を請け負う制度を導入すると同時に,農産物買い上げ価格の大幅引き上げを実

施したI)。さらに1988年には,「農業経済管理の刷新に関する政治局決議」第10号が出され,農地

使用権の保証，農産物市場取引の自由化，農業生産資材供給の分権化，農業経営自主権の拡大な

ど，農業セクターの自由化のための制度改革が行われた。 

本章では,このいわゆるドイモイ（刷新）下での，農業生産の動向と政策展開,および今後の

農業開発にあたっての課題について概説する。 

1 ドイモイ下における農林水産業の動向 

まず,国民所得に占める農林水産業の割合をみると,1985年以降,安定的に成長する経済の中

で50％前後を維持しており,依然として重要な地位を占めている（表 1参照）。産業別の就業人

口に占める農業部門の割合も，73% (1991年）と，就業機会の供給という面でも同様に重要であ

る0 

輸出入金額に占める農林水産物の割合は，輸出面で,1985年以降50％前後で推移しており，原

油とともに，ベトナムで最も重要な輸出商品となっている（表 2 参照）。農林水産物のうち，品 
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目別では,米が最大の比重を占めている。それまで米の純輸入国であったベトナムは，1988年に， 

1976年以来初めて10万 t の米を輸出し,1989年以降は, 毎年100万 t を超える量の輸出を達成し

ている。1992年には，190万 t という史上最高の輸出量となった模様で，全輸出金額の15' 17% 

（推定）に達する見込みである。 

このように，ベトナムにおける農林水産業は,生産・所得面，雇用面，外貨獲得面からみて，多

大の貢献をしていると考えられるが,次に，農業生産の推移を,土地利用・生産力の面から概観

する。 

表 3,表 4 は，各種農作物の播種面積および農産物生産量の変化を示したものである。 これに

よると，稲作の場合，播種面積が一貫して増加し続け，1976年からの15年間で20% (100万ha) 

増加している。また，収量は,1作・ha当たり2.2 t から3.1 t へと40％上昇しており（表 5),そ

の結果，米の総生産量は約60％増加した0（この間,水田面積は，470万haから410万haへと60万 

ha減少しているので，多毛作化と収量の増加によって食糧増産を達成しえた，といえよう） 

米以外の作物では,メイズ，サツマイモなどの食用作物,大豆などの播種面積が,1985年以降

順調に増加し総生産量も増大している。しかし,キャッサバ,落花生や砂糖きび・タバコなどの

工芸作物の播種面積は停滞している。ただし,砂糖きび,落花生の総生産量は，土地生産性の上

昇により増大している。 

コーヒー，茶，ゴムなどの永年生樹木作物は，コメコン諸国からの支援による新植樹計画によ

り，播種面積が急速に増加し，総生産量も増加している。 

パイナップル，オレンジなどの果樹作物の作付面積,生産量は,70年代後半に急速に増加した

が，80年代に入り，輸出先の開拓が困難であること，加工能力不足などにより,伸び悩んでいる。 

畜産物の生産に関しては,牛,豚,家きん,ともに，飼養頭羽数が増加している。 しかし，後に

述べる種々の要因により,食肉の生産性は依然として低水準で，食肉生産量の伸びは，期待され

ている程には大きくない。 

2 ドイモイ下における農業の制度変化 

1988年 4月のいわゆる「10号決議」は,①不効率な合作社を解体し，土地を除く生産手段を農

民の個人所有とすること，②集団請負制を廃止し，農民の個人請負制を導入すると同時に, 農地

の使用期間を 5年から15年に延長すること，③未利用可耕地の入札請負制の導入,④営農努力に

応じた支払いを行なうという能力主義の導入，など農民の生産意欲を喚起させる内容を含んでお

り，それ以降の農業生産増大につながった。1989年の米生産増加量は，1976年以降最も大きなも

のとなり，翌年には,悪天候，病虫害の被害を被ったにもかかわらず,生産量はさらに増大し,140 

万 t もの輸出が可能となったのである。 

このように，経営の集団から個人への転換，生産手段の私有化が,農民の生産意欲を増大させ， 
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農業生産の増大が達成されたことは，疑うべくもないが，それを補完する種々の制度改革もま

た重要である。 

(1） 農産物および投入資材の市場政策 

従来，農産物および投入資材の供給は，主として政府機関を通して行われていた。また，海外

との貿易も,貿易省が一元的に統括していた。しかし,1988年以降の市場の自由化の中で，生産

物,生産要素の取引形態も大きく変化しつつある。 

主要な農産物については,配給制度下で政府が価格を決定していたが，現在では,価格の決定

を原則として自由市場に委ね,政府は，価格安定のための間接統制のみを行うようになっている。 

投入資材については,従来,行政的系統組織を通して,農民に生産物との物々交換で配分され

ていたものが，自由市場でも現金との引き換えで購入できるようになった。その結果，化学肥料

などは,全取引量の40％が自由市場で売買されているという。 

貿易については分権化が進み，現在,経済関係・貿易省が割当量に対する規制の権限を保持し

ているものの，省レベルの貿易公社や大規模民間企業の中には,直接海外と輸出入契約を行うも

のが増えている。また,これらの輸出入機関や企業の間では，農産物の調達や価格の設定などの

面で,競争が行われるようになってきている。 

(2） 土地使用税 

ベトナムにおける土地の所有権は，国家が有し，個々の農民は，使用権のみを与えられている。 

この使用権を与えられる見返りに『農地使用料（使用税）を支払うこととなっている。従来の農

地使用税は,米作については普通年の収量水準にもとづいて7等級に農地を分類し，課税されて

いた。米以外の作物については，実際の収量にもとづき,一律定額の課税がなされ，現金で徴収

されることとなっていた。 

1993年7月に公布された新しい農地使用税法では，米作については，1986-90年の平均収量で

等級を決め,等級に応じて籾換算の土地税を納入することとされている。他の永年作物について

は，過去の実績にもとづいて等級を 5等級に分類し，籾換算で土地税を支払うこととなっている。 

旧土地税（稲作） 	 新土地税（稲作） 

1 
	

700kg/ha 	 550kg/ha 

560 	 460 

420 	 370 

4 
	

350 	 280 

280 	 180 

210 	 50 

100 



以上のような土地税制の変更の結果, 税負担率は収量の平均10％から約 7 ％程度へと低下した。 

(3） 農村制度金融 

ベトナムにおける主要な農村金融制度としては, ベトナム農業銀行によるものが重要である。 

この銀行は,1988年に国立銀行ー部局から独立し, 設立されたベトナム最初の商業銀行である。 

1,000を越える支店を有し，預貯金と国際機関からの融資を原資とし，個々の農家をはじめ，農村

工業, 国営企業，協同組合などへの融資業務を行っている。融資の形態は, 農家については , 農

業生産活動への短期融資が主体で，預金金利は月1.7%, 貸出金利は短期の場合月2.3％となって

いる。 この金利は, インフォーマルな貸手の金利月20-30％と比べると格段に低いが, 農民がこ

の銀行から融資を受けるにあたっては, 目的や債務保証についての厳格な審査を受けねばならな

い。債務保証は，融資を希望する農民の所属する種々の組織（Women's Association, Peasant 

Union等）が行うか, そうでない場合には農地使用権証書を担保とせねばならない。調査の時点

では，過去 1年間で全農家の20'-30％がこの銀行から融資を受けたとのことであった。農業銀行

は，預貯金，融資手続きを簡略化するため，1993年8 月より個々の農家に通帳を配布している0 

(4） 普及制度 

農業技術の普及は, 公式には, 農業食料産業省農業生産局が，省の農業普及サービスを監督す

る立場にあるが，現実には，国営農場，各地域の組合，公社等が独立の普及所やスタッフを持っ

て活動している。そして, これらの組織は，自らの事業活動の利益をあげることに興味を抱き , 

公的普及サービスの機能は果たしていない，とされている 2〕。 また , 以前は, 農民への技術情報

の伝達は, 協同組合の行政担当者が生産隊のリーダーを通して行っていたが，現在では，それを

直接個々の農民に行わねばならない。従来から存在する省レベルの普及システムでは，農民のニー 

ズに応じた技術指導を行うことが困難で，普及事業体制の大幅な変革が必要とされている。政府

はこのような認識の下，新規に農業普及局を設置し，この問題に対処しようとしている。 

3 農業開発の課題 

農林水産業の比重が大きなベトナムにおいては，増え続ける人口を養うに足る食糧の増産と， 

所得水準を向上させるための輸出用商品作物の導入・農産加工業の育成とを同時に達成し, なお

かつ, 所得水準の上昇に伴う食生活の多様化に対応して畜産物, 野菜, 果物等の生産をも増加さ

せることが，農業開発の基本方向であるといえる。 

この基本路線にそって，ベトナム政府は，農業生産の具体的目標値を設定している（表 5 参照）。 

しかしながら，現在の趨勢では，米とー部の作目を除き , その目標を達成するのは困難な状況に

あるといえる（表 5 の（7）参照）。また，ここに挙げられた目標値は, 人口増加率を年率1,75％と仮 



定したものであり,現実には2.2％で増加している人口を扶養し，なおかつ所得水準の向上をも享

受するためには，計画目標をさらに弓は上げる必要がある。 

そこで，以下では,目標達成のために必要な今後の農業開発にあたっての課題を，技術・ハー 

ド面および制度面から検討する。 

①米については，干拓事業の放棄や住宅地への転用などで，メコン・デルタの水田面積が減少

している。メコン・デルタ下流における塩害の除去や,酸性硫酸塩土壌地帯における土壌改

良により水田開発を行い，作付面積を拡大し増産することは可能であろうが,コストパフォー 

マンスが問題となる。紅河デルタでは,排水設備の整備により土地生産性の向上が可能であ

るが，排水秩序の形成が課題となろう。 

②メイズについては，雨期に収穫を行う地域での乾燥施設の不足と，アフラトキシン発生の問

題とがある。また，品種改良が期待されたほどには進んでおらず，貯蔵施設，飼料への加工

施設の不備などもあり，生産拡大の障害となっている。 

③ィモ類などの重量作物，野菜などの鮮度維持が困難な作物については，輸送問題が面積拡大

や新技術導入への陰路となっている。 

④果樹作物については，竜眼など一部の作物を除くと，品質，運送面での不備,貯蔵・加工施

設の不足などにより,輸出の増大が困難な状況にある。 

⑤畜産物については，在来種が圧倒的に多く食肉の生産効率，品質が悪いこと，国内・外を問

わず市場へのアクセスが不足していること,食肉加工施設が不足していること，飼料作物は

その低生産性により，生産拡大が容易でないこと, などが,急速な生産拡大への陰路となろ

う。 

制度面での課題としては，次の 5点が重要である。 

①多くの農産物については，生産者が自ら販売を行わねばならない状態である。市場経済の導

入が途についたばかりのベトナムでは，生産者と消費者との間の情報伝達や物流を効率的に

行うべき流通業者の活動が不充分であり」制度としての農産物市場も充分浸透していない。 

また,輸出は,主として食料公社や政府系輸出機関が担当しており,輸出先の開拓や国際市

場への敏速な対応などの面で問題がある。生産の急速な拡大のためには,より一層の民営化， 

市場経済の浸透が必要となろう。 

②新しい土地法の下では，農地の使用権は20年間（茶等のTree Cropに関しては50年間）認め

られている他，農地の賃貸借も自由に行えるようになった。しかし，農地保有には上限が設

定されており,機械化が進展している地域では,技術水準の高い農家の営農改善意欲を阻害

する恐れもある 3)。また，土地使用税は減税されたが,将来，土地生産性が向上すれば，農地

の等級も上位に変更される仕組みになっているため,土地生産性向上意欲を削ぐ可能性があ

る0 

③農村制度金融は，ベトナム農業銀行を中心に行われているが，現行 制度は富農層に手厚く 制度は富農層に手厚く 
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貧困層に不利なものとなっている。貧富の格差を拡大させないためには，貧困層の信用力を

高める何らかの方策を,制度金融と同時併行的に実施していく必要がある。 

④メコン・デルタの稲作地帯のように，急速な生産性向上が達成された地域では，農家間の技

術格差が大きいと推測される。 このような地域においては，技術格差の平準化により,より 

ー層の生産性向上が期待される。そのためには，新設の農業普及局を中心とした，省・県レ

ベルの普及組織の再編により，農民のニーズに応じた技術指導を行えるような体制を整える

ことが不可欠となろう。 

（注） 

1) 三請負制とは,合作社（協同組合）管理委員会が，各生産隊に生産量・生産費・労働点数の 3つの指標

を与え，生産を請け負わす制度であり,個々の労働の質や経営努力は考慮されにくい仕組みになっていた

ため，労働意欲を挫く結果となった。 

2) AICAF『ベトナムの農業一現状と開発の課題一』1991年 3月,43頁。 

3） 農地保有の上限は，普通作物で 3ha，その他農地については，1993年 7月時点で未定である。 



表 1 国民経済における農林水産業の重要性 

（単位】10億ドン） 

年 1985 1990 1991 1992 
国 民 所 得 75.6 27,513 51,136 71,092 

(100) (100) (100) (100) 
工 業 22.7 6,348 11,759 19,856 

(30.0) (23.0) (23.0) (27.9) 
建 設 3.4 1,285 2,033 3,425 

(4.6) (4.7) (4.0) (4.8) 
農 業 35.7 12,818 25,241 30.233 

(47.3) (46.6) (49.4) (42.5) 
林 業 0.4 1,239 1,878 2,804 

(0.5) (4.5) (3.7) (3.9) 
交 通 ・ 運 輸 1.2 525 897 1,409 

(1.5) (1.9) (1.7) (2.0) 
通 信 0.1 18 39 62 

(0.1) (0.1) (0.1) (0.1) 
商 業 10.9 4,951 8,689 12,224 

(14.4) (18.0) (17.0) (17.2) 
そ の 他 1.2 329 600 1,078 

(1.6) 

注）1985年は，1982年基準価格，1990年以降は,現行価格基準。 

出所) Statistical Yearbook. 1992. Socialist Republic of Vietnam General Statistical Office. 

表 2 輸出入金額に占める農林水産物の地位 

（単位】1,000ルーブル・ドル） 

年 1985 1989 1990 1991 1992 
輸 出 総 金 額 698.5 1,946.0 2,404.0 2,087.1 2,475.0 

(100) 
農 産 物 274.2 742.4 783.2 628.0 - 

(39.3) (38.2) (32.6) (30.1) 
う ち 米事 N.A. 290.0 304.6 187.6 380__420** 

(14.9) (12.7) (9.0) (15.4-47.0) 
林 産 業 40.5 86.7 126.5 175.5 - 

(5.8) (4.5) (5.3) (8.4) 
水 産 物 82.6 188.2 239.1 285.4 - 

(11.8) (9.7) (9.9) (13.7) 
石 油‘ 0 199.1 468.4 702.0 - 

(0) (10.2) (19.5) (33.6) 
輸 入 総 金 額 1,857.4 2,565.8 2,752.4 2,338.1 2,505.9 

(100) 
生 産 財 1,586.6 2,237.4 2,432.6 2,102.8 - 

(85.4) (87.2) (88.4) (89.9) 
消 費 財 270.8 328.4 409.8 325.2 - 

(146) (12.8) (14.9) (13.9) 
米 63.7車 15.4 0 0 - 

(3.4) (0.6) (0) (0) 
飼 料 34.7' 81.9 68.2 46.0 - 

(1.9) (3.2) (2.5) (2.0) 

出所）＊ベトナム統計局資料 

”村野勉「飛躍期を迎えたベトナムの米作」『アジアトレンド」1993-I pp.63-730 
それ以外は，表 1に同じ。 
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1976 	1980 	1985 	1990 	1991 

	

13,478 	14,310 	18,200 	21,489 	21,718 

	

11,827 	11,647 	15,875 	19,225 	19,427 

	

387 	429 	 587 	671 	652 

	

(336.6) 	(389.6) 	(397.3) 	(431.8) 	(432.9) 

	

1,816 	3,323 	2,940 	2,276 	2,390 

	

(234.5) 	(442.9) 	(335.0) 	(256.8) 	(267.2) 

	

1,485 	2,418 	1,778 	1,929 	2,105 

	

(248.9) 	(450.0) 	(320.0) 	(321.1) 	(348.4) 

	

21 	32 	 79 	87 	99 

	

(39.4) 	(48.8) 	(102.0) 	(110.0) 	(115.4) 

	

2,986 	4,359 	5,560 	5,398 	5,940 

	

(74.5) 	(109.8) 	(143.2) 	(130.6) 	(141.1) 

	

100 	95 	 202 	213 	212 

	

(97.1) 	(106.1) 	(212.7) 	(201.4) 	(196.2) 

	

16 	26 	 38 	22 	29 

	

(22.9) 	(30.5) 	(42.4) 	(26.5) 	(30.8) 

	

- 	36 	 36 	321 	353 

	

(18.8) 	(22.5) 	(44.7) 	(119.3) 	(114.8) 

	

78 	95 	 127 	145 	154 

	

(38.7) 	(46.9) 	(50.8) 	(60.0) 	(61.2) 

	

40 	41 	 48 	58 	74 

	

(76.6) 	(87.7) 	(180.2) 	(221.7) 	(281.0) 

	

155 	311 	 612 	874 	1,039 

	

(29.2) 	(44.0) 	(80.7) 	(121.0) 	(134.2) 

	

2.7 	83 	 111 	119 	127 

	

(0.8) 	(12.1) 	(14.0) 	(14.5) 	(15.4) 

	

123 	337 	 363 	468 	475 

	

(15.3) 	(32.2) 	(33.1) 	(38.9) 	(38.3) 

	

2,257 	2,313 	2,590 	2,854 	2,886 

	

1,595 	1,664 	2,598 	3,117 	3,151 

	

8,958 	10,001 	11,808 	12,261 	12,140 

	

61 	65 	 91 	107 	108 

用 作物 （米換算） 
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米
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表 3 播種面積でみた農業的土地利用の推移（1976--1991年） 

（単位】1 ,000ha, 	%) 

1976 1980 1985 1990 1991 

稲 5,297.3 5,600.2 5,703.9 6,027,7 6,300.7 
(75.2) (67.9) (66.7) (66.7) (67.6) 

稲 以 外 の 食 用 作 894.9 1,449.1 1,129.7 1,083.2 1,102.0 
(12.7) (17.6) (13.2) (12.0) (11.8) 

野 菜 及 び 類 230.9 298.6 199.0 426.1 417.9 
(3.3) (3.6) (2.3) (4.7) (4.5) 

作 228.6 371.7 600.7 542.0 550.1 
(4.1) (4.5) (7.0) (6.0) (5.9) 

永 年 樹 木 作 185.7 256,0 470.3 657.3 656.8 
(2.6) (3.1) (5.5) (7.3) (7.0) 
92.6 185.6 213.0 281.2 277.1 

(1.3) (2.2) (2.5) (3.1) (3.0) 
計 7,040.9 8,251.0 8,556.8 9,040.0 9,325.8 

(100) (100) (100) (100) (100) 

出 J) Statistical Data of Vietnam's Agriculture Forestry and Fishery (1976-1991) Department of 
Agric. Forestry and Fishing Statistics. General Statistical Office. 

表 4 農畜産物生産および播種面積の推移 
（単位】1,000t,1 ,000ha) 

注）カッコ内は，播種面積を示す。 ＊飼養頭羽数 

出所）表 2 に同じ。 
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米の収量と 1人当たり米生産力（1942--1991年） 

ナ ム べ 	ナ 全 

1人当たり生産力 収 量 1人当たり生産力 収 量 1人当たり生産力 
白米,kg／人 籾，t/ha 白米,kgl人 籾，t/ha 白米，kg／人 

420 	1.3 
230 	1.3 
390 	1.9 
300 	1.8 
270 	2.2 
290 	2.1 
329 	2.8 
383 	3.2 
339 	3.1 
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179 

1.3 
1.3 
2.2 
2.0 
2.2 
2.2 
3.0 
3.5 
3.5 

1985 1991 1992 1995 1994推計 (6)-(5) 

18,200 21,718 24,000* 24,042 24,433 391 

15,875 19,426.8 21,500* 20,542 22,226 1,684 

2,356 2,291 2,500* 3,500 2,207 -1,293 

2,605 2,880** N.A. 5,250 3,640 -1,610 

91** N.A. 104 116 12 

79 99 N.A. 150 89 -61 

202 212 N.A. 448 237 -211 

5,560 5,940 N.A. 12,500 5,477 -7,023 

49 74 N.A. 119 43 -76 
36 353 N.A. 113 731 618 

600 1,039 N.A. 1,560 889 -671 

363 475 NA. 720 624 -96 

65 78" N.A, 111 119 8 

561 652** ft.A. 1,000 926 -72 
121 156s* N.A. 340 282 -58 

1,472 1,800** N.A. 4,200 2,878 -1,322 

年 

(1) 

1980 

食糧生産量（白米換算，1,000t) 

う ち 米 

その他穀物 

補助的食糧作物 

野 菜 

豆 類 

工芸作物 

大 豆 

落 花 生 

砂糖きび 

永年樹木作物 

ゴ ム 

コーヒ・・ー 

ココナッツ 

果 実 

パイナップル 

ノぐ ナ ナ 

畜産物（生体体重） 

Cattle, Buffalo 

Pig 

Poultry 

Eggs 

14,406 

11,647 

2,704 

2,150 

56 

32 

95 

4,359 

42 

36 

311 

350 

1,136 

65 

292 

464 
9
9
 

9
9
 

表 5 

北ベ ト 

籾t/ha 

1942 1.2 
1955 1.3 
1960 1.5 
1965 1.5 
1976 2.1 
1980 1.9 
1985 2.5 
1990 2.8 
1991 2.5 

出所）1942-65年については,Tien Hung Nguyen, Economic Development of Socialist Vietnam, 1955-
80, Praeger Special Studies (New York;Praeger, 1977). 1976-'91年については，表 1に同じ。 

表 6 1991-95 5カ年計画の目標と農業生産の実績 

注1) *1992年の推定値。村野「前掲論文」より。 

**1988年の値 

注2) (6）の推定値は，1985年から1991年までのトレンドを1995年まで，引き延ばした値。 

出所）AにAF『ベトナムの農業 現状と開発の課題一』および，表 3資料より。 



第 4 章 調査対象地域の農村・農業開発 

1 調査対象地域概要 

(1）南部地域の概要 

米生産の75％が南部地域で25％が北部地域で行われており,ベトナムの米輸出のほとんどはこ

の南部地域から行われている。南部地域の問題点は水力資源の不足であり,電力の不足が生じて

いる。工業部門の急激な成長がさらに電力不足を弓は起こしている。 この電力不足を補うために 

500K V の送電線で北部から電力を送る計画がある。 

工業部門の急速な成長の中で,都市生活者と農村地域の所得格差が広がりつつある。ベトナム

難民として逃れていった華僑系のベトナム難民からの送金がホーチミン市の繁栄を支えていると

いわれる。一説によるとその総送金額は年間10億ドルにものぼるといわれる。公式統計として把

握されている送金額だけでも 1億8,000万ドルにのぽる。都市生活をするためには 1家族 5 人で

約120ドル／月の収入が必要であるといわれている。 

① ティエン・ザン省（Tien Giang Province) 

メコンデルタの中で東側に位置する県である。 メコン川の支流であるティエン・ザン （Tien 

Giang ）川のデルタ地帯に広がっており,省都のミト（My Tho）市までホーチミソ市から南西

におよそ60km , 調査地であるカイ・べ県（Cai Be District）まではさらに40km程の距離がある。 

基本的にはティェン・ザン省の産業は農業であり，米の生産と,果樹の生産がおこなわれてい

る。果樹生産を行っている農家の収入は良く，調査に入った農家では主に龍眼の栽培でlha当た

り年間9,000US ドルの収入を得ていた。 

ティエン・ザン省は米,龍眼，マンゴー，タンロン，オレンジ，ココナッツ等を生産し台湾，ホ

ンコンへ輸出を行っている。その輸出額は総計で邦貨にしておよそ50億円相当である。 

-41- 



また耕作は主に，トラクター等の機械を使って行っている。北部と違い寒冷な冬季がなく，米

作の場合，3期作を行うなど，飼料にあたるものを育成する事ができず，水牛等の飼育は耕作用

ではなく専ら食用として行われている。 

ティエン・ザン省の主な問題点は加工用の設備が不足していること，海に近いために塩害が発

生すること，アルミン酸塩による被害が発生することなどである。また,カンボジアとの国境地

帯には硫酸酸性土壌が広がっており,パイナップルの生産には適しているのだが,加工設備の不

足と市場をみつけられないことから開発が充分ではない，等の点である。 

② ドン・ナイ省（Dong Nai Province) 

ホーチミン市から北東へ30血で，省都であるビエン・ホア（Bien Hoa）市につく。 ホーチミ

ソ市を取り囲む新経済地区（New Economic Zone）に位置し，急速な人口流入が起こっている

地域である。丘陵地帯であり，商品作物であるコーヒー，メイズ等の生産が盛んな地域でる。調

査地であるズアン・ロック県（Xuan Loc District）はさらに80km 程北上した地域にある。 

丘陵地帯のため，気候が良く居住地としての条件はよいのだがドン・ナイ川よりも高い位置に

あるため，瀧概が困難で，水不足に悩まされている。また新開地の開発が進んでいる地域であり， 

その開発によって熱病に擢患する住民が多い地域である。 

調査に入ったズアン・ドン・コミューン（Xuan Dong Commune）では血液検査の結果によ

ると住民の30%~ 40％がマラリアに感染しているという。6年前に成立した新開地であり, まだ

電気も普及しておらず，濯既も不足しており，干ばつによる収量の変動が著しい。平均的な 1家

族当たりの収入は20ドル～30ドル／月程度である。 

(2） 北部地域 

北部地域，特に紅河デルタ地域は高い人口密度を特徴としている。この地域は伝統的に人口密

度が高く,この地域の歴史は，高い人口圧力と農業生産性向上の戦いの歴史であった，というこ

とができる。 

農村における潜在失業者の割合は，比較的条件の良いハ・タイ省でも（Ha Tay Province）で 

6割から 7割に達しI この雇用吸収をいかに行うかが最大の課題となっている。ハ・タイ省の場

合, この余剰労働力をつかって農村工業（木彫，石彫，爆竹作り，塗り物）を起こし,この農村工

業が世帯収入に占める割合が40％程度にのぼっている（農業収入27%，家畜33%，農村工業40%)。 

北部地域の中で人口密度が最も高いナム・ハ省（Nam Ha Province）の人口密度は，1平方

キロ当たり1,000人を越えており，紅河デルタ地域のなかでも所得水準が低い地域となっている。 

このように高い潜在失業率があるなかで，いかに雇用を創出し人口圧力を吸収するかが北部地

域にとって最も重要な課題となっており,農業技術の向上によって農業生産性を増大させ人口扶

養力を増大させると同時に，人口家族・計画プログラムをより一層協力に導入することで人口増

加を抑制し，さらに将来的には工業化の推進によって失業者を吸収したいという意向を持って 
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いる0 

① ナム。ハ省（Nam Ha Province) 

ナム・ハ省は紅河の南に位置し，省都はハノイ市の南東80 k mほどの位置にある。紅河の下流

地域であり，従来は，夏期の冠水によって年一期作しかできなかった地域である。米作中心のた

め，収入は高くないが，排水設備の増強により70％の地域で2期作が可能になり収量の大幅な増

大をみることができた。 

塗り物工場や金属加工工場等の農村工業による収入の増加を図っている。また，海岸に面して

おり漁業資源の開発と輸出のための設備等を整備することによって，収入増をはかりたいと考え

ている。また，沿岸部での塩害被害を防ぐために防潮堤の整備が必要であると考えられている。 

② ホア・ビン省（Hoa Binh Province) 

ホア・ビン省の省都ホア・ビン市へはハノイから西へ70km。 ホア・ビン省は紅河デルタを越え， 

山岳地に位置する省である。少数山岳民族である，ムオン族，タィ族などが多数居住しており， 

多様な生活習慣が存在している。この地域は山岳地の中に盆地が広がり，その盆地では稲作が行

われている。 この盆地はラオス国境まで続いており，中国の桃源郷伝説のもとになった地域であ

るといわれている。 

米に適した地域ではないため，転作を進めている。また日本資本の漬物会社が既に 1社進出し

ており,漬物用の野菜の種を日本から持ち込み，技術指導を行って輸出を始めようとしている。 

本年2月から8月までに試験的に500 t 出荷した。来年度から年間I万 t ほど輸出する計画であ

る0 

労働コストの安さと土壌及び気候が野菜生産に適していること，水質が良いこと, また工業地

帯が近くにないために空気が清浄で,雑菌の繁殖がなく,漬物生産には好適地であるという説明

を聞いた。 

2 ティエン・ザン省現地調査 

(1） ティエン・ザン省人口の概要 

同省の総面積は2,339.2平方キロ,総人口は155.7万人（1991年），総世帯数は31万4,000世帯であ

る。すなわち，人口密度は681人，平均世帯規模は5.0人である。総人口の14％は市部人口,86% 

は郡部人口である。ベトナム全体の人口密度が209人であることからわかるように，同省の人口

密度は極めて高い。 

この人口密度をもたらしている第1の要因は,高水準にある出生率と低水準にある死亡率との 
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差，すなわち自然増加率の高さにある。より具体的にいえば，普通出生率は27.6%0と高水準にあ

るのに対して，普通死亡率は7.1%0と低い水準にある。このため,自然増加率は年2.05％と，約35 

年で総人口を倍増させる高水準にある。 

第 2の要因は,社会増加，すなわち移動による人口の増加である。人口移動に関するデータは， 

残念ながら入手できなかったが，現地の当局者によると，相当規模の人口が流入しているようで

ある。ただし,現地で得た情報によれば， (1）人口の主たる流入先は新経済地区（New Economic 

Zone）であり, (2）この人口移動は北部地域（旧北ベトナム）から南部地域（旧南ベトナム） へ

という方向性はあるが,(3）ベトナム政府の主導による計画的な入植によるものではなく,各人

の自由な意志による移動の結果のようである。ちなみに，計画的な入植はソン・べ省などで行わ

れている，といわれている。 

以上の指標からするならば，ティエン・ザン省の総人口が年 2 ％以上で増加していることは， 

ほぼ間違いないであろう。ホーチミン市の近郊にある同省にとって,人口圧力のこうした急速な

増大は大きな問題である。とくに，主要な産業が工業のような生産性の急増を望めない農業であ

ることからすれば，同地域にとって人口問題は深刻である。例えば,全児童のおよそ50％が貧し

さゆえに栄養不良の状況下にある,といわれていた。 

こういった人口問題を解決するために,政府及び省は家族計画プログラムを積極的に推進して

いる。しかし，家族計画普及率（CPR）は約45％であり，さほど進展しているとはいい難い状

況下にある。 この原因は家族計画が農村部に浸透していないことにある，といえよう。その証左

を，市部・群部別出生率に見いだすことができる。同省の合計特殊出生率（TFR）は3.8 (1992 

年）であるが，市部の合計特殊出生率は1.9と置き換え水準以下の水準にあるのに対して，郡部の

それは3.9と高い水準にあることが分かる。 

ちなみに，家族計画に用いられている手法は，IUDが49%，コンドームが27%,ピルが22%, 

そして不妊手術が0.5％の順になっている。特にこの内の不妊手術に関していえば，以前は不妊

手術を受けた者に対して，12ドルの報奨金（incentive) を支給していたが,現在は支給していな

いとの情報を，カイ・べ県で得た。 

さて出生率がこのような高水準を維持している最大の要因は,乳児死亡率が高いことにある。 

つまり，多くの子供が死亡するが故に，ー定の家族規模を実現しようとするならば,より多くの

子供を生まなければならないのである。この因果関係は，「乳幼児生存仮説」 と呼ばれている。 

同省の乳児死亡率が40.1%0，また普通出生率が27.6%0と高水準にあることは,この仮説に合致す

るものである。とするならば，郡部の出生率の方が市部より高いことからわかるように，郡部の

乳幼児死亡率の方が市部より高いことになろう。 

以上からいえることは,人口圧力を緩和しようとするならば,郡部における家族計画プログラ

ムのより一層の浸透を図ることが必要であり,そのためには,農村地域において， (1）母子保健

を更に推進して乳幼児死亡率を下げると同時に, (2) I E C (Information, Education and 

Communication) の活動を推進することによって家族計画への動機づけを押し進めること,の 
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2点が極めて重要になってくるはずである。この意味からするならばI 児童への予防接種（予防

接種率は1993年9月までの時点で67％であり,本年末までには90％に達する予定）の奨励や家族

レベルでの保健の推進など,ティェソ・ザン省が採用している保健政策は，的を射た適切なもの

であるといえよう。 

(2） ティエン・ザン省農業の概要 

全農地面積の 3分の 2 が水田であり，稲作が農業生産の中心となっている。水利条件は良好で， 

稲作の集約化が進展し，1985-91年の間に30％の生産増が達成さ れた。また，米以外の作物では， 

ホーチミン市が近いという事情から，野菜，果物の生産が比較的多い。この地域の米の平均生産

性は,1992年で，1 ha当たり 1作4.47 t と,全国的にみてもかなり高い水準に達している。米の

多毛作化の進展と,このような生産性向上とにより,1人当たり米（白米）生産量は,656.5kgと

全国平均の 2倍以上の水準である。 

今後の農業開発計画としては，(1）米の輸出によって獲得した資金を利用して,果樹作，水産

養殖の振興をはかり，加工設備を整備する, (2）メコンj「にBassac川 の間に広がる10,000haの土

地の塩分の洗浄を行うことにより,稲の多毛作化をはかり米の増産をはかる， (3）酸性硫酸塩土

壌を改良して，新たに11,000haの水田を開発 し，米を増産する,などがあげられている。 

① ティエン・ザン省,力イ・べ（Cai Be）県,ホア・カイン（Hoe Khanh）合作社 

この地域は,1人当たり農地面積が920平方メートルと,省の中では比較的大きく, 中心となる

稲作の生産性も高い。稲作は，1975年までは 1期作であったが，76年以降 2期作化が可能となり, 

86年からは,3期作がー般的となっている。この間,米の（籾）収量はlha当たり年7.4 t から 

14.5 t へと 2倍近くに増加し，1人当たり米生産力も460kgか ら745kgへと増加した。現在の稲作

は,高収量品種（ML119, 1R64）を使用し,化学肥料,農薬を多投し,トラクター，ポンプを利

用する新技術が採用されている。 

農業開発戦略としては,米の生産性向上が限界にきているとの認識から， (1）現在過剰投入気

味の化学肥料，農薬の投入量を削減して，生産量を下げる， (2）ポスト・ハーベスト技術を向上

させ，施設（特に乾燥施設）を整備する,(3）龍眼など,収益性の高い果樹作物への転換をはか

る，などが考えられている。 

3 ドン・ナイ省現地調査報告 

d） ドン・ナイ省人口の概要 

同省の総面積は5,864.5平方キロ,総人ロは167.5万人（1991年），総世帯数は30万世帯である。 

5 



すなわち，人口密度は293人，平均世帯規模は5.6人である。総人口の25％が市部人口，75％は郡

部人口である。同省の人口密度はベトナム全体よりは84人程高いが，ティエン・ザン省ほどでは 

なし 、o 

とはいうものの，人口密度の高さが同省に対する人口圧力を著しく高めていることは確かな事

実である。 この高人口密度をもたらしている要因を,人口指標を用いて簡単にみておくことにし

よう。まず，同地域の普通出生率は28.4%0と高い水準にあるのに対して，普通死亡率は4.9%oと低

い水準にある。その結果として,両者の差である自然増加率は年2.35％とティエン・ザン省より

も高くなるのである。 

更に，人口の移動によって生じる社会増加率は，17.0%0となっている。この人口移動は，先に

述べたティェン・ザン省と同様に，北部地域から南部地域へという方向性はあるものの,政府に

よる計画的な入植ではなく，自由意志に基づく移動のようである。また,同地域に流入した人口

を中心として，熱病が流行るなどの衛生上の問題が生じた,という情報を同省のズアン・ロック

県（Xuan Loc District）で得ている。人口の流入は，予想を越えた様々な問題をドン・ナイ省

にもたらしているようである。 

さて，自然増加率と社会増加率を加えた人口増加率をみると，ドン・ナイ省が直面している人

口問題の深刻さがより明確になる。両者を合計すると，同省の人口増加率は年4.05％という驚く

べき高率に達する。4.05％という数字が意味しているのは，わずか17.5年の内に同省の総人口が倍

増するということである。人口がこのように急速に増加する場合,同省が経済開発やインフラス

トラクチャーの整備にいかに勢力を注ぎ込んでも,人口の急増がその成果を相殺してしまうこと

は明らかである。 

ティエソ・ザン省に比べれば，まだまだ人口圧力が低いとはいえ，同省の人口圧力が劇的に増

加しつつあることは確かである。ホーチミン市の近郊農村地域としての色彩の強いこの地域では， 

人口が及ぼす農業に対する圧力には極めて深刻なものがある。例えば,ティエン・ザン省と同様

に，貧しさ故に生じる児童の栄養不良を少なくすることが,同省においても大きな政治的な課題

となっている，との情報を現地で得ている。 

こうした人口問題を軽減するには,出生率を抑制する必要がある。また，出生率を抑制するに

は当然のことながら家族計画プログラムを推進する必要がある。ドン・ナイ省の当局者によれば， 

住民1人当たり0.12USドルを家族計画プログラムに投じている，とのことであった。しかし,家

族計画普及率（CPR）や避妊方法等に関する詳細な情報は，入手できなかった。ドン・ナイ省

では一部地域において,家族計画プログラムが順調に進展していないと思われる節もある。例え

ば,ズアン・ロック県で得た情報によれば，同県人口の30％をキリスト教徒（主にカトリック） 

が占めており，宗教上の理由から避妊方法が制限されるなど，家族計画の普及が遅れているよう

である。またドン・ナイ省の郡部における出生率と死亡率は,出生率が30.9%0，死亡率が5,0%0で

あり，いずれの数値も市部より高いことが分かる。すなわち，出生率が高いことは家族計画がさ

ほど浸透していないことの証左であり,また死亡率が高いことはそれ故に，出生率が高くならざ 
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るを得ないこと（既述の乳幼児生存仮説を参照）を示していよう。 

しかしながら,同省は家族計画プログラムばかりではなく，家族計画への人々の認識を高める

作用のあるI EC活動，家族計画レベルでの母子保健，栄養不良対策などのプログラムに積極的

に取り組んでいるようである。 これらが効果を挙げるにっれて，家族計画の普及率は高まるはず

である。この点に特に留意して,人口政策を行う必要があろう。 

(2） ドン・ナイ省農業の概要 

ドン・ナイ”はり標高が高い地域が多いため，一般に水利条件に恵まれておらず,農地の25% 

程度が漕既されているにすぎない。稲作の重要性は,他の調査地域に比べて小さい。 そのため， 

メイズ，キャッサバ,大豆などの普通畑作物や, コーヒー，ゴム,タバコ，綿花，カシューナッツ

などの工芸作物の栽培面積が大きい。米の収量は，1992年でlha当たり3.1 t と，ベトナムでは

平均的である。水田稲作の比重が小さいために,1人当たり農地面積は，1,608平方メートルと大

きい。1985年以降，米，メイズをはじめとする食料農産物の生産量は減少傾向にあるが, 工芸作

物の生産は増加している。 

農業開発の課題としては， (1）畑作，果樹作の技術水準が低いので，技術改善が必要である， 

(2）貯水池の建設などにより,水資源を確保し，濯概を行い，商品作物生産の振興をはかる, (3) 

飼料作物を増産し,畜産を振興する， (4）米以外の商品作物の場合，価格の変動への対応や，販

売努力が必要となるので,マーケティング技術の改善が要請される，などがあげられる。 

① ズアン・ロク県 

この県は標高が160mと高く，水利条件が悪いため,35,000haの農地の うち, 稲作面積は5,000 

haで，このうち2期作可能面積は1 ,000ha にすぎない0 農業の中心は，メイズをはじめとする畑作

物である。メイズは,15,000ha作付 けされており，2年前から化学肥料が導入され,平均収量も 1 

ha当たり 5tに向上している。 メイズ以外では，コーヒー, カシューナッツなどの作付け面積が

大きい。 しかし，水源不足と電力不足のため，農業発展の速度は遅い。このため，農業所得依存

度は,50-55％程度で,職工,精米所，煉瓦作り,澱粉製造などの家内工業，工芸品作り，などの

非農業所得への依存度が高い。 

農業開発に当たっての問題点としては, q）水源を確保するため新たな貯水池を建設する計画

があるが,資金不足で実施できない， (2）メイズ，コーヒー，カシューナッツなどは雨期に収穫

を行うので,乾燥施設が必要であるが，それが不足している,(3）これらの商品作物を販売する

に当たってのマーケティングの問題がある， (4）肉用牛の飼育頭数を12,000頭から50,000頭へ増

やし，ホーチミン市へ販売する計画があるが，粗飼料の調達に問題が残る，などが挙げられてい 



4 ナム・ハ省現調査報告 

(1） ナム・ハ省人口の概要 

同省の総面積は2418.6平方キロ，総人口は248.4万人（1991年）である。すなわち人口密度は， 

1,046人である。総人ロの10％は市部人口,90％は郡部人口である。同省の人口密度は，ベトナム

全体の人口密度が209人であることから分かるように極めて高い。 

まず最初に,同省の人口指標からみていこう。同省の普通出生率は25.4%0と高い反面，普通死

亡率は4.0%0と低い水準にある。したがって,自然増加率は年2.14％と高水準にならざるをえない。 

この人口増加率が維持されたとすると，同省の総人口は33年で倍増することになる。 この人口指

標からするならば,高い人口増加率が人口密度を高め，高人口密度が同省への人口圧力を高めて

いることは,間違いないであろう。 

同省は米作だけではなく,漁業・養殖，さらには観光などの開発に努めているようであるカら

この極めて高い人口密度の故に,所得水準はかなり低い水準に位置している。 

このために，ナム・ハ省は家族計画プログラムを積極的に推進しており,家族計画普及率 

(C PR）は60％に達している。とはいうものの，同省の出生率は以前として高水準にある。そ

の最大の理由は,乳児死亡率が極めて高いことにある，といえよう。同地域の乳児死亡率は40D 
0//00を記録しているのである。これだけ乳児死亡率が高ければ，ー定の家族規模を維持するために， 

より多くの子供を生む必要があるからである（この点に関しては，ティエソ・ザン省の人口に関

連して述べた乳幼児生存仮説を参照されたい）。 

また,家族計画プログラムを側面から援助するために，ナム・ハ省も他の省と同ように，I EC 

活動,家族レベルでの母子保健などに力を注いでいるようであるが，他の省と同様にスタッフや

機材そして予算などの面で大きな障害に直面しているようである。 

(2） ナム・ハ省の農業の概要 

紅河下流の低地に位置するため,農業は稲作が中心である。 この地域は従来,雨期の冠水によ

り雨期稲作が困難な地域であった。しかし，排水設備の整備により，70％の水田で 2 期作が可能

になった。 しかしながら,この排水施設の機能は充分とはいえず,米（籾）の収量水準はlha当

たり，3.22 t と全国平均程度に留まっている。また,湛水深が深いため米の品質が悪く,輸出に

は不向きである。人口密度が高く,1人当たりの米生産量は26 1kgと ，メコン・デルタの稲作地帯

に比べて極めて低い水準となっている。稲作以外の所得源としては，塗り物，金属加工等の農村

工業，池を利用した淡水魚の養殖，養豚などが重要である。 

今後の農業開発計画としては， (1）排水施設，特にポンピング・ステーションの改修，設置に

より,排水能力を増強し,100万 t の米生産を達成する，(2）輸出の規格に適合するような米の新 
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品種を導入し,25万 t の米を輸出する，(3）防潮堤を整備することにより,沿岸部での農作物へ

の塩害を防ぐ, (4）年間6万 t の豚肉輸出を可能にするために，輸出先の開拓，品質の改善，冷

蔵・加工施設の建設を行う， (5）桑,ジュート,砂糖キビ，豆類などの商品作物を増産し，加工

施設の建設を行う, (6）海水漁業を振興するため大型漁船の導入など，漁業技術を改善するな

どが考えられている。 

参考 ナム・ハ省，農家調査の概要 

富裕層（標本数150） 貧困層（標本数50) 

数（人） 

力（人） 

有 

地（ha) 

地（平方m) 

5 

3 

0. 358 

432 

5.5 

0.2 0.2 

291 291 

（平方m) 533 93 93 

具（$) 400 - 

得（ $／年） 1,100 120 120 

金（$) 80 

出（ $／年） 500 

蓄（$) 550 - 

数（日） 250 

注）富裕層とは,世帯I人当たり月収10＄以上の世帯，貧困層とは，月収 

ぞれ指す。 

出所）ナム・ハ省資料 

① イェン・ティエン（Yen Tien）県 

もともと雨期には米を作っていなかった地域である。排水施設が整備され,2期作可能となっ

た現在でも 5年にI度は,雨期作が凶作になるという。農業は水田稲作が主体であり，機械化 

（トラクター・ポンプの使用）が進展し，平均収量はlha当たり年6.7 t , 1993年には 8tに増加

させる計画であるという。食料生産力は,人口1人当たり,425 kg とナム・ハ省の平均水準より

は高い。稲作所得が不安定であるせいか,非農業所得，特に生産額の11％を占める農村工業から

の所得が重要である。稲作以外の農業としては，畜産物,落花生，桑，大豆，緑豆，サツマイモ, 

などの生産が大きい。 

今後の農業開発計画としては，(1）現在，必要水準の60％しか満たされていない排水施設の能 
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力の向上と，濯概水路の改修, (2）新品種の導入と集約化により，米の収量をlha当たり年9t 

から10 t に弓は上げる，(3）電力不足の解消，道路の整備， (4）養蚕，豚肉加工など農産加工施

設の整備， (5）米，商品作物,農産加工品の市場開拓，などが考えられる。 

5 ホア・ビン省現地調査報告 

(1） ホア・ビン省人口の概要 

同省の総面積は4,611.8平方キロ，総人口は68.2万人（1991年）である。すなわち，人口密度は 

151人である。総人口の15％は市部人口,85％は郡部人口である。同省の人口密度は，ベトナム

全体の人口密度209人からみると，かなり低い水準にある。しかしながら同省に山岳・丘陵部が

多いことからすれば,耕地面積当たりの人口はかなり高くなるはずである。人口の面からいって

も，同省に少数民族が多いことは留意すべき点である。 

同省の人口指標を見ていくと，普通出生率が30.7%0，普通死亡率が7.2%0である。すなわち自然

増加は23.5%0になる。また，同地域への人口流入率がl.2%0であることも考慮に入れるならば，同

地域の人口増加率は年2.47％に高まる（流入人口の主体は,同地域に立地する発電所の従業員で

ある，といわれている）。この増加率は」約28年間で人口が倍増するほどの効率である。従って， 

現時点における同地域の人口密度が低いからといって,楽観できる状況にないことはいうまでも

ない事実である。 

また,山間地に立地し，少数民族が多いことから分かるように，所得水準は低い。このような

状況を考慮に入れるならば，ホア・ビン省に対する人口圧力の影響には深刻なものがある。 この

ため同省では，人口増加率を抑制するために，家族計画プログラムを積極的に推し進めている。 

しかしながら，家族計画の普及率は44.5％と意外に低水準にある。この理由は同地域における乳

児死亡率が50%0以上の高水準にある，といって差し支えないであろう。子供が多く死亡する場合

には，一定の家族規模を実現するために，それだけ多くの子供を生まなければならないのである 

（乳幼児生存仮説を参照）。 

ちなみに，家族計画に用いられている手法は，IUDが75%，コンドームが 3%，ピルが 2%, 

不妊手術が20％である。ここで注目すべきは,不妊手術の割合が極めて高いことである。これは

他の省でみられなかった特色である。同省では，不妊手術の実施者に対して，医師に対して手術 

1件当たり1,5ドル，2子を生んだ後に不妊手術を受けた者には12ドル，3子を生んだ後に不妊手

術を受けた者に 8ドル，不妊手術を受けるようにすすめた者に対して 3ドルの報奨金（Incentive) 

が支払われているのである。これも他の省ではみられない特色であり,同省がいかに不妊手術の

推進に力を入れているかがわかる。 

この理由として，同省が山岳地域に位置しており，通信・連絡・輸送の手段が限定されている 



ことが挙げられる。したがって，定期的な補給を必要とするような家族計画の方法を取ることが

困難であるという事情がある。 

しかしながら,少数民族問題はデリケートな性質を持っており，充分な配慮を払うことが必要

となる。 したがって，地理的に遠隔地であるとしても,頻繁なコミュニケーションを取り，それ

ぞれの民族の持つ文化的なコンテクストを踏まえたうえで,家族計画プログラムへの充分な理解

を図るI EC活動を推進することが重要となってくる。 

加えて,このような政策を進める場合には,母子保健などを推し進め，家族計画プログラムを

各民族の生活状況に適合し，またそれぞれの民族がもつ文化的な制約に抵触しないようなものと

するために充分な配慮をする事が必要になってくるのである。 

(2） ホア・ビン省農業の概要 

標高500 m前後の高地に散在する無数の盆地で，河川の流水を利用した稲作，畑作が行われて

いる。水田面積は3万haで，全体の 3分の 2が 2期作可能である。米（籾）の収量はlha当たり 

2.5 t と低水準である。米以外の農産物としては，メイズ，キャッサバなどが重要であるが，その

生産性は低い。1人当たりの食料生産量は，202kg と調査地域の中では最も低い。また，商品作物

の生産も限られている。日本の漬物業者が漬物の原料資材の生産と半加工のために毛財也法人を100 

％出資で設立し，日本への輸出を開始している。米の適地とはいえないこの地域において,転作

を進め，農家所得を増加させる方策を考える上で今後の展開が注目される。畜産では，豚の飼育

頭数が比較的大きいが，在来種がほとんどで生産性が低く,価格も低い。 

今後の農業開発の方向としては， (1）水田面積は現状維持のまま新品種の導入，化学肥料の増

投（ 1 ha当たり100聡からリン酸,カリ肥料の投入を含めて500kg にふやす）により，米を増産す

る， (2) 1期作田1万haの裏作に豆類を導入する, (3）未可耕の傾斜地を開墾して,コーヒー， 

茶の栽培面積を拡大する， (4）龍眼,オレンジ，アプリコットなどの樹園地を,1995年までに 1 

万haから 5万haに拡大する， (5）豚のハイブリッド種を導入すると同時に，舎飼技術を開発す

る，また，羊の飼育頭数を増やす， (6）河川，湖沼を利用し，寵や囲いによる淡水魚の養殖を振

興する,などが考えられている。 

① キン・ボイ（Kim Boi）県 

この地域の農地の60％は水田で,そのうち半分は 2期作可能である。米（籾）の平均収量は， 

1 ha当たり,1作3tと,省の中では比較的高い。米以外では，メイズ」キャッサバ,などの食用

作物や，落花生,大豆，緑豆などが栽培されている。米以外に収益性の高い農産物も少なく，農

業以外の収入の獲得機会も限られているため,所得水準は低く,1人年間＄50'60という水準で

ある。 

農業開発の施策としては, (1）水田面積を現状維持し，全水田面積の半分を占める 1期作田に， 

落花生，サツマイモ等の商品作物を導入し，水田農業の集約化を図る， (2) FAQからの援助 



(Pan Program）を利用して植林を行う， (3）果樹作振興のため,5万5千本の苗木を，県が農民

に供与する， (5）ベルギーのNGO, OX FAMからの援助により，小規模濯概システムを整

備する，などが計画されている。 

6 現地調査の考察 

ベトナムの経済社会は,ドイモイ政策の導入以降,大きく変貌し，西側諸国の本格的援助再開

と相まって,急速に近代国家建設の歩みを強めている。このような状況下，農業はベトナム最大

の産業セクターとして経済社会開発への貢献が期待されている。経済社会開発への貢献を効率的

に進めるためには,具体的には次の点の改善が必要となる。 

まず，依然として高い人口増加率のもとで，食料の増産を達成し, なおかつ，所得水準・生活

水準を向上させていくためには，適地適産を基本とし，地域の自然環境，経済環境に即した農業

の多角化と食料農産物（とりわけ米）の生産性向上とを同時に実現していかねばならない。 

さらに今後，市場志向的な農業政策が推進されていく過程で, 農村と都市の格差，北と南の格

差，農家間格差が拡大していくことも考えられ, これらの問題にどのように対処していくかも大

きな課題である。 

現地調査で得た各省,各県段階での農業・農村開発戦略についての情報は，このような国レベ

ルの基本戦略とおおむね整合的であるといえよう。 

ところで,各地域における調査結果からも明らかなように，米の生産性向上という課題は, 特

に主要な稲作地帯において重要である。しかし，いずれの地域においても，近代品種の導入が一

巡し,80年代に達成されたほどの生産性上昇は,新たな技術革新もしくは，莫大な基盤整備への

投資がない限り，期待できないという認識が一般的であった。ところが，我々の調査の結果，急

速な技術革新を経験したメコン・デルタ地域ではI)，農家間の技術格差が大きいと考えられ2), 農

家の技術水準の平準化によって,より一層の生産性向上と稲作農業所得の増加とが期待できるこ

とを示している。 

また，農業の多角化や農産加工業の育成のためには，政府による直接的補助だけでなく，制度

金融の効率的運用と農家の自己資金の活用とが不可欠となろう。この点でも,農家調査の結果は， 

メコン・デルタ地域の農家が，北部,とりわけ紅河デルタ地域の農家に比べて優位な立場にある

ことを示している。 

以上のように,メコン・デルタを中心とする南部は,稲作生産性の向上や多角化のための条件

に比較的恵まれており,発展の潜在的可能性は高いものと考えられる。一方J 紅河デルタを中心

とする北部地域では，多くの農業発展に対する陰路が存在する上に，人口問題の深刻さも考慮す

ると,北部農村開発の推進を図る上では,解決すべき様々な課題を抱えている。 

したがって,今後ベトナムに対する経済協力を考えていく上では，変貌の激しいベトナムの社 



会経済発展の施策の方向を十分見きわめて, 発展のための諸条件の違いを踏まえた協力に対する 

基本方向を明らかにする必要がある。 

具体的には，以下の観点を踏まえていく必要がある。 

。ドイモイ政策後のベトナム農業に求める経済社会上の役割 

。北と南の農業上の役割1 発展方向 

。農業生産を担う経営体のイメージ 

。重点作目, 重点地域，重点分野等 

（注） 

D 表 3 参照。 

2） 表 6 参照。表より，技術効率の平均値は南北間で差が認められないが, 農家間のバラツキについては， 
南部のメコン・デルタで大きいことがわかる0 
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表 1 調査地域の食料生産力 

省 Tien Giang 

1人当たり農地面積（ nf ／人） 

1人当たり水田面積（ d／人） 

773 

637 

1992 年 	籾 	収 	量（ t / ha ) 4.47 

1985 年 	籾 	収 	量（ t / ha) 3.95 

1人当たり米生産量（ kg／人） 656.5 

1人当たり食料生産量（kg／人） 660.5 

注）全国平均については,1992年のデータ。 

出所）第 3章表 3に同じ。 

Dong Nai 	Nam Ha Hoa Binh 全 

	

1,608 	622 	1,014 
	

1,033 

	

344 	N.A. 	422.5 
	

N,A. 

3.1 	3.22 	2.5 3.35 

31 	2.58 	N.A. 2.78 

136.2 	261.1 	141.6 302.8 

218.3 	286.1 	202.1 338.0 

表 2 主要作物の播種面積（1991年／1985年） 

単位】1 ,000ha 

Tien Giang Dong Nai Nam Ha Hoa Binh 

223.9 

156.5 

586.2 

289.4 

249,0 

158.0 

479.0 

72.0 

251.8/201.3 

1.1/1.1 

59.0/77.6 

45.0/5 1.6 

5.7/6.5 

223.9/216.8 

8.1/2.4 

13.1/10.0 

48.2/- 

10.2/4.9 

2.7/0.7 

- - 15.0/23.0 8.7/11.2 

ー - 29.0/32.8 2.3/0.4 1.8/0.5 

8.2/12.0 5.1/4.8 2.6/2.2 

3.5/4.1 11.0/11.5 0.75/1.1 0.6/0.6 

0.1/0.05 8.5/6.0 -/2.9 

25.9/4.0 ー 

37/27 

3.6/1.4 

出所）第 3章表 3に同じ。 

表 3 調査地域の農業生産（1991年／1985年） 

単位：1,000t 

Dong Nai Nam Ha Hoa Binh 

237. 4/24 1.3 854.9/745.4w 102 .4/70. 7 

67.5/108.4 16.9/4.1 11.0/3.6 

5.7/6.5 17.3/13.2 2.7/0.7 

202.5/278.6 54.8/71.0 

15.9/22.1 3.3/0.2 2.3/0.2 

6.9/10.6 8.3/7.5 2.5/2.1 

445.5/427.2 44.9/68.5 1.8/1.3 

4.3/3.7 -/2.1 -/0.4 

137. 3/5.4 

29. 6/2 1.2 

a7/2.9 3.5/1.3 

注）Nam Ha省については,Ninh Binh省との合計値。 

出所）第 3章表 3に同じ0 



Tien Giang Dong Nai Nam Ha Hoa Binh 

17.3 38.2 
21.0 100.0 

40.7 32.6 

35.0 216.0 535.7 200.0 

3,243.2 2,012.0 3,528.0 N.A. 

22.2 N.A. 9.4 N.A, 

15.0 25.0 4.8 N.A. 

3.2 9.1 4.2 3.5 

	

畜 産 	（飼養頭羽数） 

	

水 	牛（1,000頭） 

	

牛 	（1,000頭） 

	

豚 	（1,000頭） 

家 き ん（1,000頭） 

水 産 業 	（水揚げ量） 

水産養殖（1 ,000t) 

海水漁業（1,000t) 

淡水漁業（1,000t) 

産
水
牛
豚
家
 

表4 調査地域の家畜飼養と水産業の概要（1991年） 

注）Nain Ha省については，Ninh Binh省との合計値0 

出所）水牛,牛，豚の飼養頭数については,各省での聞き取り調査から。 

その他は,第 3章表 3に同じ。 

参考 農家アンケート調査結果の概要 

項 	目 

Tien Giang Dong Nai Nam Ha Hoa Binh 

N=20 N=20 N一20 N=20 

1, 世帯員数（1戸当たり人） 5.25 5.8 5.3 5.1 

2．  家族労働力（ 1戸当たり人） 2.8 2.5 2.6 3.1 

3．  農地面積（1戸当たりha) 

水 田 0.49 0.22 0.456 0.26 

その他 0.145 1.13 0.055 0.53 

4， 作付面積（1戸当たりha) 

稲 1.27 0.26 0.912 0.50 

その他 0.06 1.16 0.052 0.13 

5, 農業用固定資本・用具取得額（l戸当たりドル 155.1 475 59.1 248.0 
6． 米平均収量（ha当たりkg) 4,622 2,629 3,892.5 4,046 

7‘ 農家所得（1戸当たりドル） 1,212.75 1,971.9 301 497.65 

うち 稲 	作 316.65 28.5 121.45 112.7 

その他農業 421 1,932.3 83.2 191.3 

農外所得 475.1 11.1 96.35 193.65 

8． 農家負債（1戸当たりドル） 116 14.5 41.35 29.75 



表 5 土地生産性の変化 

全 国 	 紅河デルタ 	 メコン・デルタ 

籾反収 年成長率 籾反収 年成長率 籾反収 年成長率 

:t/ha) 	(%) 	(t/ha) 	(%) 	(t/ha) 	(%) (t/ha) 

2.78 

2 94 

3.26 
出 fi) Statistical Data of Vietnam's Agriculture, Forestry 

Statistical Office. 

11
1989-ミIl平均 li 	競 器 iI  農 

and Fishery (1976-1991), General 

表 6 技術効率の南北間比較 

紅河デルタ メコン・デルタ 

平
標
標
 
本
 
分
 
値
散
数
 

均
 
本
 
 

m L=0.131 

s i2=0.0195 

ni二＝ 20 

m 2=0.173 

S22=0.0511 

fl2=19 

基 準 正 規 統 計 量 

m2 一 rnl 

.71 ゾ15F=0 
5 ％の有意水準での基準正規変数の値 1.645 

分 	 散 	 比 ピ，／ 	ピ 	＝ 2.77k中 
n】一 l 	nl一l 

F 分 布 の 	b 	％ 点 2.18 

注 1)*＊は 5 ％の水準で有意であることを示す。 

2 ）ここで，「技術効率」とは，個々の農家の技術水準を表わす指標であり，最も効率的な技術水準の下

で一定の生産物を生産するために必要な投入量と実際の投入量の比率によって表わされる。詳しくは， 

福井清一「フィリピン農地改革下における『緑の革命』と所得分配」『大阪大学経済学』第41巻 2 ・3 
号，1991年，参照。 



第 5 章 国際協力の課題 

1 農業経済の展望 

d） 経済改革による農業生産の活性化 

1988年に「農業経済管理の刷新に関する政治局決議第10号」が出され，農産物市場取引の大幅

な自由化・農業生産資材供給の分権化とともに農地使用権の保証をともなう個別農家への白紙請

負制が実施されたことは，ベトナムの農民に大きな経済的インセンティブを与え農業生産を強く

活性化させている。農業生産でも，大規模生産の利益が大きいとするイデオロギーに支えられて

社会主義的改造という国家の側からの強制によって農業の集団化が実施されたなかで，個別農家

は農業生産への経済的インセンティブを大きく喪失させていたのであるが，個別農家への経営の

白紙請負制への移行によってこのような状態が大きく改善され，農業生産は短期間に急激に増加

してきているわけである。 

経済改革への反応は特に,南部のメコン・デルタ地帯で顕著であった。歴史的にみても，19世

紀後半の海外米需要の拡大に刺激されて商品生産として米生産が開始・拡大された経過があり， 

かつ社会主義的改造の期間もほぼ10年程度と短かったメコン・デルタの農村は，元来開放的社会

であり，市場経済への適応力の大きい社会であった。したがって，南部ベトナムでは，農民達は

農業経済管理の刷新に見事に反応しうる能力をもっていたといえ，拡大した経済的誘因に刺激さ

れて米作りにはげみ単収を大きく増加させることになった。その結果ベトナムは米の輸出能力を

短期間に急増させて，現在年間200万 t程度の輸出能力をもつ国となっている。この輸出米は，ほ

ぼ全量がメコン・デルタで生産されている。 

南部のメコン・デルタとは，その開発の歴史も社会主義的改造の経過も大きく違う北部の紅河

デルタでも,農業経済管理の刷新が大きな影響をもったことは間違いない。紅河デルタの農村は， 

東南アジア地域では例外的といってよい程古い時代から河川の治水事業にもとづく村落共同体が 

-57 - 



発達しており，かつその上に社会主義的改造にもとづく農業集団化をほぼ50年程度も経験してい

る。南部ベトナムに比べて，村社会内での結合力が強く，個々の農家がいわば勝手に自らの経済

活動の意志決定をなし得なかったような紅河デルタにおいても，個別農家への経営の白紙請負制

が大きな経済的効果をもったことは，経済刷新政策の大きな成果であったといえよう。北部ベト

ナムは,そもそも旧開地で人口密度も高いため,メコン・デルタをかかえる南部ベトナムのよう

には，現在までのところ米の輸出力をもつまでにはいたっていない。 

社会主義計画経済下で,国際的農業技術の新しい流れから隔離されていたが,ベトナムの農業

技術の水準は，近隣の東南アジア諸国と比較してみても相対的にいまだ低い段階にある。 この点

で,農業技術一特に米の新しい品種等一の国際的技術移転によってベトナムの農業技術水準を

引き上げる可能性は大きいと判断しておいてよいであろう。 

しかし同時に,ベトナム農業の活性化が特に米の輸出の能力拡大を通じて,世界の米市場に大

きな影響を与えることも間違いない。特に同じ大陸部東南アジアに位置するタイの米輸出ないし

米作経済への影響はかなり大きいようである。しかし，すでに第 3章でもふれられているように， 

ベトナム国内でも米増産よりは農業多角化がより重要な課題となる農業発展局面に入りつつある

点を軽視してはいけないであろう。ベトナムの市場経済への移行がもたらす米の国際市場への影

響をあまり過大評価することは的外れではなかろうか。 

農業生産の個別農家への白紙請負は, 農家に何を生産するかの意志決定権をも与えたわけであ

り，米以外の経済的収益性の高い農産物の生産も活性化してきている。メイズ, キャッサバ等の

食用作物，パイナップル，オレンジ等の果樹,また牛，豚家きんという畜産物の生産が活性化し

てきているのは，まさに市場需要の拡大に個別農家が直接的に反応しうるようになったからであ

ろう。 

(2） 顕在化しはじめている農業開発にとっての諸制約 

経済改革実施以降みられている農業生産の動向は,農業生産の担い手としてはやはり個別農家・

家族農家という単位が最も活力あるものであることを明らかにしてくれているが，それと同時に

個別農家の自主的な経済行動だけでは対応が困難な多くの制約があることも次第に明らかになっ

てきている。その具体的問題点は，既に第 3章 3節でふれておいた通りである。現在顕在化して

きている以下に要約するような諸制約がうまく克服されないと, 個別農家への白紙請負への移行

という農業経済管理の制度的刷新によって活性化されたベトナムの農業発展が大きく減速し,農

業生産の停滞が現出してしまう可能性も大きいのではなかろうか。1993年7月に農地使用税に関

する新しい法体系を公布して，法的には国有とされている自らの経営地の利用に関する制度を確

定させることで，個別農家の私的経営権を安定させるという市場経済への移行に関する制度改革

の最終仕上げがおこなわれた時期に既に, こういう諸制約が顕在化しはじめていたことは，やは

り大きな問題点といえよう。 

第 1の制約は，市場経済体制下での農業開発の要ともいうべき,農民と都市の消費者との間の 



情報伝達や物流を効率的におこなう流通業者がまだ不充分であり，また農産物市場制度も充分に

は確立していない。個々の商人の活動が市場経済への移行のなかで活性化してきていることは事

実であるが，公的機関による卸売市場の整備が急務の課題となっていることは間違いない。 

第 2の制約は，同じく流通過程に深くかかわる問題点であるが，貯蔵施設・加工施設の不備が

やはり大きな問題点となって顕在化してきている。穀物だけでなく,野菜・果樹・畜産物の開発

にとってこれらポスト・ハーヴェスト後の施設の不足は大きな制約となっている。 

第 3の制約は，農民にとって利用可能な農業金融機関が制限されているという事実である。現

在ベトナムでは,農業金融制度はベトナム農業銀行を中核としておこなわれるようになっている

が，他の発展途上国と同様に,この金融は富農層に手厚く貧困層に不利なものとなっている。担

保力の点で信用度に劣る貧困層は,大きな信用制限に直面しているようである。 

第 4の制約は，農民の農業生産技術を向上させるのに不可欠といえる農業技術の普及が今のと

ころうまく制度化されていないという問題である。以前は,農民への技術情報の伝達は,協同組

合の行政担当者が生産隊のリーダーを通しておこなっていたが，現在では生産隊のリーダーを通

すことなく直接個々の農民に対しておこなわなければならなくなっているが，普及員の不足等が

非常に大きな制約となっていることは明らかであろう。 

第 5の制約は，濯排水施設の不備という問題である。南北両地域ともに濯排水施設等の農業生

産基盤は充分に整備されているとはいい難い。メコン・デルタでは，デルタ下流における塩害問

題が顕在化しはじめているし，また紅河デルタでは排水施設の不備が決定的な問題となっている。 

このためか，降雨等天候条件のちょっとした変動によって農業生産が大きく影響されてしまう状

態が続いている。農業部門の経済成長率に大きな年変動が示されているが，その最大の原因がこ

のような農業生産基盤の不充分な整備であることは間違いない。濯排水施設は，いわば地域的公

共財とでもいえる性格のものであり，個別農家への経営権の白紙委託といった流れのなかで個別

農家の協同行動が組織化されにくくなってきている状況下では，充分に整備されない可能性が大

きい。この点が,農業面での市場経済への移行策がもたらしそうな大きな問題点といってよいで

あろう。 

最後に，特に北部ベトナムにおいて，農業経済管理の刷新だけでは充分に解決し難い様な問題

が顕在化しはじめている事実を無視することは許されないであろう。それは，まだ「乳幼児生存

仮説」 という人口学上の命題が作用して年率 2％を超える人口増加が続いているなかで，農地へ

の人口圧力が増大し続けていることに起因している農地不足・農村過剰人口という問題である。 

各農家は農地の使用権をはっきりと確保できるようになってはいるが，この人口圧力のために 1 

農家当たりの使用可能農地はO.2ha程度でしかなく，これだけでは家族の自給食糧の確保すら大

層困難になってきているようである。農業外の就業機会も大きく制限されており，農村内にはか 

なり多数の過剰就業者が堆積しており，また農地使用権の売買に近い移転が発生することで農家

群内で家計所得分配の不平等化が顕在化しはじめている。特に北ベトナムで顕在化しはじめてい

るこのような問題は，今までベトナム政府が実施してきたような農業経済管理の刷新だけでは解 



決しにくい構造問題といえよう。 

2 国際協力の課題 

現在のベトナムの国民経済にとって，増加し続ける人口を養うに足る食糧を生産することと同

時にこの増加し続ける人口に就業機会を与えていくためにも,農業開発が決定的に重要であるこ

とは間違いない事実である。特に，国内の都市化・所得水準の上昇に伴う食生活の変化に適応し, 

かつ変化する国際市場状態に適応していくためには,単に米の増産だけでなく J 畜産物・野菜・

果物の生産を拡大させていく，いわゆる農業の多角化がこれからは農業開発戦略面で大きな課題

となってこよう。そして, このような農業多角化を成功裡に実現させていくためには，前記した

ような諸制約をひとつひとつ克服していく必要がある。 

我が国からベトナムへの国際協力が，前記した諸制約の克服をその課題とする必要があること

は明らかであろう。それは基本的には，市場経済体制下で最も活力ある生産単位であることが明

らかである個別農家・家族農家の経営能力を向上させる協力であるといえよう。 

具体的には,ほぼ以下の諸領域が国際協力の対象として重要となってこよう。 

1. 濯概・排水施設の整備 

南部のメコンデルタでの塩害等の除去という土地改良と北部の紅河デルタの洪水防御，排

水設備の改善への，主として無償協力。 

2． ポスト・ハーヴェスト後の貯蔵・加工施設の整備やそれへの技術協力 

とくに，メイズ，果樹等の貯蔵・加工設備の整備等に対する専門家派遣による技術協力。 

3. 農産物流通・卸売市場の整備 

まず,ベトナム国内の流通状態の改善のための開発調査が必要であり，その後この調査を

踏まえた技術協力を考える。 

4. 近い将来，農業金融へのツウ・ステップ・ローン方式による協力 

この点に関しても，まずベトナム国内の農業金融制度の改善に関する調査が必要。 

5．農業開発戦略の形成への知的支援 

農産物の国際市場の変化が激しいことを前提にして，それらの変化にうまく適応しうるよ

うな農業開発戦略を形成することが現在のベトナムにとって絶対に必要であるといえるが， 

そういう政策形成に向けての専門家派遣や，日・べ共同セミナーの開催による知的支援も我

が国からの国際協力として重要となってこよう。 
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第 6 章 調査団メンバーおよび日程 

1 調査メンバー 

(1） 国内委員会 

川 野 重 任 東京大学名誉教授 

山 田 三 郎 日本大学農獣医学部教授 

原 洋 之 介 東京大学東洋文化研究所教授 

栗木 レタン・ゲプ 城西国際大学経営情報学部教授 

桜 井 由弱雄 東京大学文学部助教授 

福 井 清 一 九州大学農学部助教授 

大 塚 友 美 日本大学文理学部専任講師 

広 瀬 次 雄 （財）アジア人口・開発協会常務理事・事務局長 

遠 藤 正 昭 （財）アジア人口・開発協会事務局長補佐 

楠 本 	修 （財）アジア人口・開発協会主任研究員 

(2） 予備調査メンバー（平成 5 年 9 月 2 日～ 9 月 8 日） 

楠 本 	修 予備調査団員（前出） 

(3） 現地調査メンバー（平成 年 9 月20日～10月 2 日） 

福 井 清 ー 調査団長（前出） 

大 塚 友 美 調査団員（前出） 

楠 本 	修 調査団員（前出） 

桜
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2 ベトナム協力者名簿 

(1） 日本大使館 

湯 下 博 之 大 使 

久保田 真 司 総領事（在ホーチミン 

小井沼 紀 芳 参事官 

奥 平 	浩 二等書記官 

(2) Government and Insititute 

Nguyen Thi Than, M.P. 	Chairwoman, the Vietnam Parliament Association for 

Population and Development. Chairwoman, Committee 

for Social Affairs 

Nguyen Thi Hoai Thu, M.P, Vice Chairwoman, the Vietnam Parliament Associa-

tion for Population and Development Vice Chair-

woman, Committee for Social Affairs 

Le Trung Son, M,P. 	Member, Committee for Social Affairs, the National 

Assembly 

Pham Quoc Bao 	 Deputy Director, Department of Foreign Affairs, The 

office of the National Assembly of Vietnam 

Luong Phan Cu 

Nguyen Van Tien 

Nguyen Thi Ky 

Vice Deputy Director, Department of Social Affairs, 

The office of the National Assembly of Vietnam 

Senior Officer, Committee for Social Affairs, The 

office of the National Assembly of Vietnam 

Stuff, Committee for Social Affairs, The office of the 

National Assembly of Vietnam 
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Nguyen Thanh Tra 

Do Xuan Mao 

Phan Doanh 

Ngo The Dan 

Nghiem Chung Lan 

Nguyen Bich Lien 

Nguyen Dang Sung 

Stuff, Committee for Social Affairs, The office of the 

National Assembly of Vietnam 

Deputy Director, Department of Labour Culture and 

Social Affairs, State Planning Committee 

Vice Director, Department of Agriculture, Forestry 

and Fishery, State Planning Committee 

Vice Minister, Ministry of Agriculture and Food 

Industry 

Vice Director, International Cooperation Department, 

Ministry of Agriculture and Food Industry 

Deputy Director, Department of Personel, Ministry 

of Agriculture and Food Industry 

Assistant to Director, International Cooperation 

Department, Ministry of Agriculture and Food 

Industry 

Ho Minh Chau 	 Program 	Officer, 	International 	Cooperation 

Department, Ministry of Agriculture and Food 

Industry 

Ha Huy Toan 

Trinh Thanh Binh 

Truong Van Bien 

Director of International Relations Department, Viet 

Nam Bank for Agriculture 

Official of International Relations Department, Viet 

Nam Bank for Agriculture 

Vice Director, Food Company Ho Chi Minh City 

Director, Saigon Satake Rice Mill 
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Ly Cong Hai 	 Planning Department, Food Company Ho Chi Minh 

City 

Fumi Idei 	 Visiting Research Fellow, Institute of World Economy 

Ha Tay Province 

Le Hung Quoc Director, AgricuRure and Forestry Service Ha Tay 

Province 

Vice Director, Agriculture and Forestry Service Ha 

Tay Province 

Vice Chairman, the People's Committee of Thanh Oai 

District 

Chairman, People's Committee of Tien Giang Province 

Member of Parliament, National Assembly, Governer, 

Tien Giang Province 

Vu Thuan 

Mai Van Buong 

Tien Giang Province 

Phan Minh Thanh, M.P. 

Nguyen Truong Ky 

Nguyen Van Khang 

Le Bun Hai 

Nguyen Van Phai 

Le Viet Hung  

Vice Chairman, People's Committee of Tien Giang 

Province 

Deputy Director, Agriculture, Forestry and Fishery 

Service, Tien Giang Province 

Chairman, Hoa Khanh Commune, Cai Be District, 

Tien Giang Province 

Farmer, Hoa Phuc Village, Hoa Khanh Commune, 

Cai Be District, Tien Giang Province 

Chairman, Nam Ky People's Committee 



Dong Nai Province 

Huynh Van Binh MY 

Nguyen Thanh Tung M.P 

Le Hong Nghiep 

Daug Van Hai M.P. 

Ho Van Giang 

Phung Luu 

Panh Ng 

Huy Cao Hai 

Tuan Ng 

Thuy Ton 

The Chairman of the People's Committee of Dong 

Nai Province Member of Parliament, The Vietnam 

National Assembly 

Brig. General, Commanding Military Force of Dong 

Nai Province, Member of Parliament, The Vietnam 

National Assembly 

Vice Chairman, Peoples Council, Dong Nai Province 

Director, Agricultural Forestry Service, Dong Nai 

Province 

Chairman, People's Committee, Xuan Loc District, 

Dong Nai Province 

Vice President, Committee for Protection and Care 

for Children, Dong Nai Province 

Assistant, Vice President, Committee for Protection 

and Care for Children, Dong Nai Province 

Vice Chairman, Committee for Population and Family 

Planning, Doug Nai Province 

Vice Director, Agricultural Service, Dong Nai Province 

Vice Director, Population and Family Planning, Dong 

Nai Province 

Phaw Dung 	 Chairman, Xuan Dong Commune, Dong Nai Province 

Nguyen Dinh Hung 	 Secretary, Xuan Dong Commune, Dong Nai Province 



Nam Ha Province 

Tran Tich 

Vu Tinh 

Nguyen Huu Duong 

Vice Chairman, People's Committee, Nam Ha Province 

Vice Chairman, People's Committee, Nam Ha Province 

General Secretary, People's Committee, Nam Ha 

Province 

Nghiem Phu Manh 	 Director, Provincial Agriculture and Forestry Service, 

Nam Ha 

Pham Van Trac 	 Expert for Foreign Affaris, Office of People's 

Committee of Nam Ha Province 

Pham Thanh Tam 	 Chairman, Peoples's Committee of Y Yen District, 

Nam Ha Province 

Pham Van Hoan 	 Vice Chairman, Peoples's Committee of Y Yen District, 

Nam Ha Province 

Dinh Khac Than 	 Director, Peoples's Committee of Y Yen District, Nam 

Ha Province 

Trinh Duy Phong, 	 Director, Nam Ha Social War Invalids Labour Office, 

Wounded Soldiers Enterprise 

Duong Van Ngan 	 Farmer, Con lieu Village, Yen Xa Commune, Y Yen 

District, Nam Ha Province 

Hoa Binh Province 

Ha Cong Dong 
	

Vice Chairman, People's Council Hoa Binh Province 

Ngo ETuy Tuc 
	

Vice President, The Population Planning Family 

Department Hoa Binh Province 
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Nguyen Huu Duyet 

Bui Van Nguyen 

Bui Van Phen 

Ly Chi Minh 

Yoshihiro Hiratsuka  

Director, Agricultural Service Company, Hoa Binh 

Province 

Chairman, People's Comittee, Kim Boi district, Hoa 

Binh Province 

Farmer, Ha Bi Commune, Kim Boi district, Hoa Binh 

Province 

Farmer, Ha Son Village, Tu Son Commune, Hoa Binh 

Province 

Director, PACIFIC Co., Ltd., Hoa Binh Province 
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予備調査 日 程 

1993年 9月 2日～9月8日（7日間） 

調 査 概 要 月 日 

月 2日（木） 

9月 3日（金） 

9月 4日（土） 

9月 5日（日） 

9月 6日（月） 

・成田11: 05発（ CX5O1) 香 港14 : 30着 

香港16 : 00発（CX791） ハノイ16: 55着 

・ドン・ズアン（Dong Xuan）市場訪問。 

・Hon. Mrs. Nguyen Thi Than M.P.， ベトナム国人口・開発議員連盟会

長表敬。 

・本調査について現地カウンターパートと調査概況協議。 

・ハノイ近郊農村，ハ・タイ省（Ha Tay Province）へ移動。 省農業事務所

訪間。ハ・タイ省農業の概況について説明を受ける。紅河デルタの米作地帯

のヘクタール当たりの収量他について説明を受ける。 

・タイン・オアイ県（Thanh Oai District）訪問，農村工業の爆竹工場見学。 

・タイン・トウイ村（Thanh Thuy village）訪問,石彫刻作業場見学。 

ハイ・フオン（Hai Phong）港訪問,港湾施設，建設中の経済輸出加工区な

ど見学。 

・ベトナム農業・食料産業省訪問,ベトナム国の農業の概況について説明を受 

け る0 

9月7日（火） 

9月 8日（水） 

・日本大使館の小井沼紀芳参事官に結果報告。 

・ベトナム国家計画委員会訪問，開発政策における農業の位置付けについて説

明を受ける。 

・農業開発・人口関係の資料収集。 

・Hon. Mrs. Nguyen Thi Than M.P.， ベトナム国人口・開発議員連盟会

長に結果報告。 

・ハノイ 10 : 05発（CX790) 香港 12: 50着 

香 港 14 :35発（ C X 508） 成田 19: 30着 



調査 日 程 

1993年9月20日 10月 2日（13日間） 

調 査 概 要 月 日 

9月20日（月） 

9月21日（火） 

9月22日（水） 

9月23日（木） 

9月24日（金） 

・成田11: 05発（CX5O1) 香港14 : 30着（大塚友美，楠本修） 

福岡11:50発（CX515) 香港13 】 55着（福井清一） 

香港19 : 00発（CX765) ホーチミン市20 : 30着 

・日本総領事館訪問,久保田真司総領事表敬, ベトナム南部の概況について説

明を受ける。 

・ホーチミン市ベンタン（Ben Thanh）市場視察。 

・Hon. Mrs. Nguyen Thi Hoai Thu，ベトナム人口・開発議員連盟副会長

表敬。現地カウンターパートと調査概要について協議。 

・ティエン・ザン省（Tien Giang Province 】ホーチミン市より130km, メコ

ンデルタ水田地帯）に移動。ティエン・ザン省庁でティエン・ザン省の農村

人口・農業の概要について説明を受ける。 

・カイ・べ県（Cai Be District）訪問。カイ・ 県の農村人口・農業の概要

について説明を受ける0 

・ホア・カイン村（Hoa Khanh Village）農家訪問，米作・果樹作物の聞き

取り調査。 

・ホーチーミン市へ移動。 

・ドソ・ナィ省（Bong Nai Province 】ホーチミン市より80km，商品作物】 

メイズ，コーヒーなどを作っている南部丘陵地帯）へ移動。ドン・ナイ省庁

で省の概要について説明を受ける。 

・ズアン・ドン・コミューン（Xuan Bong Commune）訪問。商品作物地帯

の調査。 

・省農業事務所訪問。農業の概要について説明を受ける。 

・ホーチミン市へ移 0 

・日本総領事館訪問,南部地域の調査概要の報告。 

・サイゴン・サタケ（南部最大の精米所）訪問，ベトナムの精米輸出制度及び

設備について説明を受ける。 

県の農村人口・農業の概要 
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・Hon. Mrs. Nguyen Thi Hoai Thu，ベトナム人口・開発議員連盟副会長

に南部地域の調査概要の報告。 

・ホーチミン市ビソ・タイ市場（Binh Thai Market）訪問。 

・ホーチミン発 7 : 30分 ハノイ着 9 :30分（ V N 212) 

・現地カウンターパートと調査概況の協議。 

・休日 

・ハノィ市ドン・ズアソ（Dong Xuan）市場視察。 

・Hon. Mrs. Nguyen Thi Than ベトナム人口・開発議員連盟会長表敬訪問。 

・日本大使館訪問,湯下博之大使表敬,奥平浩二等書記官と調査概況協議。 

・ベトナム農業・食料産業省訪問，Mr. Ngo The Dan, Vice Minister 他よ

りベトナムの農業の現状と農業政策について説明を受ける。 

・ベトナム農業銀行（Vietnam Bank for Agriculture) 訪問，Mr. Ha Huy 

Toan, Director, International Relations Department よりベトナム農

業銀行の制度及び融資の現状について説明を受ける。 

・ベトナム国家計画委員会訪問,Mr. Phan Doanh, Vice Director, 

Department of Agriculture-Forestry-Fishery 他よりベトナムの国家政

策における農業開発の位置付けについて説明を受ける。 

・ハノイからナム・ハ省（Nam Ha Province 】紅河デルタの水田地帯）へ移

動。 

・ハ・ナム県（Ha Nam District）訪問。ハ・ナム県 コミューンでハ・ナム

県の農村人口・農業の概要について説明を受ける。 

・イエン・ティェン県（Yen Tien District）訪問。イェン・ティエン県コミュー 

ンでイェン・ティエン県の農村人口・農業の概要について説明を受ける。 

・コソ・リウ村（Con Lieu Village ）農家訪問,米作地帯の調査農村での聞

き取り調査。 

・ハノイへ移動。 

・ハノイからホア・ビン省（Hoa Binh Province：ハノイの西部に位置する

山岳地帯）へ移動。 

・ホア・ビン省庁でホア・ビン省の農村人口・農業の概要について説明を受け 

9月25日（土） 

9月26日（日） 

9月27日（月） 

9月28日（火） 

9月29日（水） 

9月30日（木） 
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る。 

・Pacific Co.LTD．訪問，日本資本の漬物工場を視察,平塚嘉宏工場長より工

場進出の経緯等について説明を受ける。 

・キン・ボイ県（Kim Boi District）訪問。キン・ボイ県コミューンでキン・

ボイ県の農村人口・農業の概要について説明を受ける。 

・ハ・ソン（Ha Son Village）農家訪問,米作地帯の調査・農村での聞き取

り調査。 

・ハノイへ移動。 

10月 1日（金） ・資料収集整理。 

・世界経済研究所出井冨美客員研究員よりベトナムの経済政策について説明を

受ける。 

・Hon. Mrs. Nguyen Thi Than ベトナム国会人口・開発議員連盟会長に結

果報告。 

10月 2日（土） ・ハノイ10 : 05発（C X790） 香港 12 : 5Q着 

香 港14 : 35発（C X508） 成田 19 】 30着（大塚友美，楠本修） 

香 港15:25発（cx510） 福岡 20 】 40着（福井清ー） 



収集資料リスト 

Ann Caddell Crawford, Vietnam Customs and Culture, Charles E. Tuttle Co Publishers. 

Central Statistical Office, Vietnam Population Census 1989-Detailed Analysis of Sample 

Results, Central Statistical Office. 

Central Census Steering Committee, ATLAS Vietnam Population, 1993 

Cuc Hang Hai Viet Nam, Vietnamese Maritime Code, Cuc Hang Hai Viet Nam,1993. 

Economic Planning Agency, Japan and State Planning Committee, Vietnam, The 

International Symposium on the Transition to the Market Economy in Vietnam, 

November 25-26, 1992 Hanoi, 1993. 

Forign Languages Publishing House, The Renovation of Agricultural Economic 

Management, Forign Languages Publishing House. 

Foreign Languages Publishing House, Ethnic Minorities in Vietnam, Foreign Languages 

Publishing House. 

Foreign Trade and Investment Development Center of HCMC, 1993-1994 Export Import 

Directory, Foreign Trade and Investment Development Center of HCMC, 1993. 

Hospitarity Services, Vietnam Economic News Vol 111 No.36-37, Hospitarity Services, 

1993. 

Hospitarity Service, Vietnam Economic News No.39, Hospitarity Service 1993 

IHP Vietnam National Committee, Assessment of Water Resources and Water Uses in 

the Socialist Republic of Vietnam, IHP Vietnam National Committee. 

Insititute for Science and Technology Information of Heavy Industries, A foreign 

Investment Guide, Insititute for Science and Technology Information of Heavy 

-72一 



Industries, 1992. 

Ministry of Fisheries Socialist Republic of Vietnam, Vietnam Fisheries Development 

Work Shop 1992, Ministry of Fisheries Socialist Republic of Vietnam, 1992 

Ministry for Science, Technology and Environment, Provincial Environmental Criterias, 

Science and Technology Publishing House, Ministry for Science, Technology and 

Environment, 1993 

MOET Vietnam/UNDP/ UNESCO, Volume 1 Final Report Vietnam Education and 

Human Resources Sector Analysis, MOET Vietnam/UNDP/ UNESCO, 1993 

Ministry of Trade and Tourism, Export and Import Tariff for Commercilal Goods, 

Vietnam Trade Information Center, 1992 

Office of The State Committee for Cooperation and Investment (SCCI), Foreign Direct 

Investment in Vietnam, Office of The State Committee for Cooperation and Investment 

(SCCI), June 1993 

Pierre Huard and Maurice Durand, Vietnam Civilization and Culture, Ecole Francaise 

D' extreme Orient 

Sanofi, Vietnam 5 Years open to Investment, Sanofi, 1992. 

SCS / UNDP / SIDA / UNEP / IUCN,Vietnam National Plan for Environment and 

Sustainable Development 1991-2000 framework for Action, August 1991 

Socialist Republic of Vietnam General Statistical Office, Statistical Yearbook, Socialist 

Republic of Vietnam General Statistical Office, 1992 

Statistical Publishing House, Status of Civil Registration and Population Statistics 

Vietnam 1992, Statistical Publishing House, 1993. 

Statistical Publishing House, Vietman Economy 19861 1991 based on the system of 

73一 



National Accounts, Statistical Publishing House, 1992. 

Statistical Publishing House, Vietnam The Blazing Falame of Reforms, Statistical 

Publishing House, 1993. 

Socialist Republic of Vietnam, Foreign Investment in Vietnam, 1992 

ong Ngu Anh Viet, Export Import and Banking, Song Ngu Anh Viet, 1992. 

The Gioi Publishers, Vietnam one year after the 7th National Party Congress, The Gioi 

Publishers, 1993. 

UNDP, Directory of the Institution and Officials of the Socialist Republic of Vietnam, 

UNDP, 1993. 

UNDP, National Transportation Sector Review Executive Summary, BCEOM, 1993. 

UNDP, Briefing Note Socialist Republic of Viet Nam, UNDP Hanoi, 1991 

UNDP, Country Programme Management Plan Vite Nam, UNDP, 1993. 

UNDP, Development Cooperation VIETNAM 1991 Report, UNDP, January 1993. 

UNESCO/UNDP, Education and Human Resources Sector Analysis october 1992, 

UNESCO/UNDP, 1993 

Vietnam Trade Information Center, Decree of the Government on Implementing 

Regulations of the Law on Foreign Investment in Vietnam, 1993. 

Vietnam Trade Information Center, Amendent of and addition to the law on Export 

and Import Duties, Special Sales Tax, Turnover Tax, Profit Tax, Approved by the 

Legislature IX National Assembly of SRV at its 3nd Session on July 14, 1993 

Vietnam Trade Information Center, Amendents and Additions to the Minimum Price 

List for Calculating Export and Import Duties, Vietnam Trade Information Center 1993 

-74一 



National Center for Social Sciences Institute of Sociology Gothenburg University, 

Department of Sociology, Sociological Studies on the Vietnamese Family, Social Sciences 

Publishing House 1991. 

Vo Dai Luoc, Curbing Infration, Social Science Publishing House 1992. 

National Center for Social Sciences Center for Womens's Studies, Job Creation and 

Income Generation for Women, Social Science Publishing House 1993. 

Statistical Publishing House, Economic Sectors in Vietnam, Statistical Publishing 

House 1992. 

Statistical Publishing House, Statistical Data of Vietnam's Agriculture Forestry and 

Fishery (1976-1991), Statistical Publishing House 1992 

General Statistical Office/Ministry of Trade and Turism, Economy and Trade of 

Vietnam 1986 1991, General Statistical Office 1992. 

Vietnam Bank for Agriculture, Statue of the Vietnam Bank for Agriculture, Vietnam 

Bank for Agriculture 1993. 

Vietnam Bank for Agriculture, Agribank, Vietnam Bank for Agriculture 1992 

Viet Nam Trade Information Center, Law on Land - Approved by the legistrature IX 

of the Natinal Assembly of SRV at its 3rd Session on July 14,Viet Nam Tarde 

Information Center 1993. 

Viet Nam Trade Information Center, Viet Nam banking System, Viet Nam Trade 

Information Center. 



行政区分図 

The d000.nircehon u・●dandt十H bccumlnri"thown hr巾ii map 

do noil rrcply any i udgancnonl or the pal of the Unitad Helione 

of the legal a (lttri of any torrimr-y or any arndor a ercrent or 

finelIy any a000ptarcce of nuc bourcdariea 

議 fi〕めN◇’ 

'lBINH 

HA 

NG}花AN 

CopiIo I 

Prook;oI odmincinirsi 

Fr'" I in「 

Prooiccehon lie『 

SCALE 1:7000.000 

D.Phd Quic 

oAo uAI NAN 



..Iinh d
 

、
J
 

、
 

c
 

Cl!! Vt!! 1t!flC? 

④ cAu n6i DIEU TRA 

HoaP婦 cV 臨J』 
,I

」っaI譲a辺乙心Mmうし“ぺ巳 
Ten Lang: 
	y 

NgAy phcSng v面： 
T&i cFu hか 
36 thtt tt$ h◇ gia dInh: 
Ten can b◇ ph6ng van: 

絢4 八 2 Ian'?,zハ D届A 心刊湯フvaら外a、 

cAu HdI TF{iJ NH,(T: 
Mfl IC!! 1un,_' c/tv (1!'Jl!Li I 0! 

ti'0fl2 sna dii,/i: 

! j /' fI,2hi' itch i !'/,'tct〔，I' 	IIたIIF1 

Iit:i 	:.'l 	ten (,i  (i I
u
O
i
 

 
1c inn 	dt! 

、血 I! 	I!い，l 

×ghe 

、．Fh‘・、h ;n:1 一
  

ー
プ
詳

g
 婦

ち
 

(hah、嶋w｛戸レスり 

、（ソし K】「 lgr-'竺）必 m 

干酪仇 

I M
P
 
馴
井
  

J
 
4
1
 
:
2
-
 

 

4

牛
 ズ
‘
  

4ルL'0 
l!IJ-PZVc 

RrW 
'Ftぐりl才ノ一 

St」二I!H 

多 So nl?tl'O'J Iivfl_' hO ciii div/i: 	9 

CAU HOL THU HAL: 

、I U lvi 16!&? C/IC) !))!j't 1:V4nr' tacit i!dC) ,L.HII 

I!! III tくi I cO L'ao ,;it ieti ltecrv :' 

ノい
，
い
  

S

」U
  

'
!
.
 

C
,
 

 I
 
!
 

 

ThtC j 

gian 軸ng C飢h fl1() Tt( 	ai G
 
,

a
  

b;ぐ「 1 

1 に ’ 

Ext 

（【・6iig 	~ 

~ Cla 

ひa) 

エ 
~ 

帰・ノ メッ（ I 	I' .1' u 	( ュ 」巨U 「ミiij請 
一
 
一
 
一
 

 

P
.
 

I
-)
  

一
 
一
 

 

r
ー
ー
  1・P・c・U( 

~ r- 	1 「ー 

DI
 
'
 

、
 
 

Ddt 

C roii 

C a、 

/hac 

‘んフ 

I.FJ.I'.o 	I ) 

巨2 鶴e可 r 
”ーー 玉I畑 5めづIsち 

I 
「
 

 

●

l
 
P
 
0
 

 ー
  

ロ―- 
I.P.C.0【 ） 

「一 

J 

一77- 



② 
	

CAU HI THI1 3; 

\7in vul 1 O!l? ChO biど l 、さ t tILIC ckil cda s i、: dirihj 

I 
liiu /Cho t huぐ D it.n 	i Ich Loa I 	h軌）ddnI 	thw 

丁
  !a

 

“
一
 

.

!
  

、
 1
.
  

）
、
 
？
、
 

h
 
U
 

1
l
 

、
い」
 
、
ー
 

ー
ー

ー
  

目
 

1
  

Fr5na 	kia 

1. 	2. 	3. 	L. 	S. 	0 

1
  

(\T 1. 	2. 	3. 	L. 	S. 	() 
-1 

1. 	2. 	3. 	L. 	S.' ) 

1. 	2. 	3. 	L. 	S. 	() 

I, 	2 ,3,L.S. 	() 

ー
  

ii6ng C.)Y khic 

1. 	2. 	3. 	L. 	s. 	o 

1. 	2. 	3. 	L. 	S. 	'〕 

肌 1, 	2.3.1.. 	S. 	u 

1. 	2. 	3. 	1.. 	;. 	0 

(Thu t h ich : 1: Mot vu. 2: Mtt rm . 3I hdn nIc5t n3m. 

L 】 Thu 	Co h軌）d6ng,S:Thu亡 dOt ch i :.i I i[,（〕： c 、4c Iani kia& 

CAU n6i TFRI 4 

乃<)ng !J41!i (JLI1 H・en（力en t了c/i‘夫H nong Il8 Iiier 〔・(1.1 g1a dm/1 

(c/it) d.i gioo I i・t!?g IKIC nh u hecra Y 

Dien 	t ich gleo t]6ng Ii'ぐIi 	t ICh 	t 	IIJh ).t1Ch 

I.oal 	C尋 \ia mtia 、応a 	kh（、 '.1iI. 	II)I.(a 

君・乃 

fんえ農

ムm/ 

09 

イ 2一 

0ゲ 

イ 2ー 

ノりテ 

イ 1- 

0 ヲ 	（ 

イ 2  

-78ー 

1
 

ノノ 



③ cAu HI TH'J NAM 

('rj'I (111111 cい 11/UJIIg bし a i LIてiL/ l,)(), (I,とtt !Ii(.(_' tdco' .cI'I功d C癖lIUIt)' 

Chting 	loai 
、

‘
 

.

I
 

・
1
 

、

l
 
 

T
・
 

h
 
a
 

 

・

1
 ー
  

nこ
 
a
  

U
  

'ii'itiとI1 

「
ー
ー
ー

ー
ー
ー

ー

i
  

lー、値v k'o 

コ一「Uot 	lda 

3 -Uav 
' ' 

411iv bdoi 名50 3gっ uI胃 亘遮E 
5-M‘、・ tud1 

(-Trau、 	ha 

町
 

‘
り
 
 

ーーI,oai 	khdc 

そ一七ー 

gA2a才k 

,一本で、1冷4 

106 でデs" 

CAU 11th THt 6: 

(.ia Juii力 cc5 thuc5「 rd u b6 ha,' 	l Iii(SC khOiig' 

Loai Cho thue 

hoac thue 

1宜 ai. 

Cho a 1 

Qwin hぐ Cid 	tlさnthue 

[Il6i 	tt'1(1 	k\ 

師 g sぐ『 tlen 

t hue 

丹い（卑智 
(-,,TI weノ thuC 私ノざ万、／ 

4 
NMA負p 鼻会Du 万 

、J 	~ 、〕 2三F7 

也讐男 .. .  thue /Fhue 

C. Thu6/i'huI' 

U.ThuCノrhue 

(',ThuC/ThuC 

―ー山 

Gサり 

179ー 



・

n
 し huani , dat 	・c葛 G: G白 t. 

cO H(I iiiil 8; 

④ c人o nOi TIll 7 

\in 	iii j Io,i』’ tlio f','( j.'i'l djIl力‘たi I t()iI., IC)、) I (マit (1110 1 ronp i)4Ih C/ti,i 

I_o; 	i 

Cav 

Tり(7 
n
  

m
  

12 r 	i 
1
  ご

．、
 
 

私嶋 C) P G 
1 

/ 

阪認u傘I C P G 

島り式 G
  

G
  

Trong n,'i;n qt:ョ C 1.i dh功 /i /_)an (・lIt boa i 、、初 	pliaiii 	(ll)(1C 	iii'Ii / -'j' /iい，れ 

1)/hl noti.g (lc/,j'f? 1l10 】‘噌 1.1,111 c/io al 】’ 

ijia din/i biti duいc 'i'i b'In /ijil2',l (_l) (I、i*_) 、a .St SI ii (/11)111 /i'; /)(1')() .h,'ii, 

lづ1 rigut'J ititia I i・oni' bao fl/Il tti たit' 】’ 

Ti 

sun 	ihdin 

L 	Q 1 	5(111 	I)huiIII 

SO 	hiliiii 

GlA 	t)(ill 

一い ung hinh 

×gt柿 l 

I ft LI(C 

ト伯a1111.111 、lim khO 

ぐ nu 	- 

似Iり (1フ 
~ 

16γ、二 2DOOケ 2乃でtブ‘ 千m' 与一 
跡ii司 

~ 
、ノ 

~ ~ 

~ ~ 
II.kxc H6I cAu 	（「 I I三I' ivt-) 

I3ng c(1ch Ii) 	* T h6l 	g iaii 	I)a') 	LaU 

Ca 

I 

(C f,j) lさI,ig「這fl UIれ一 /h)/)(_' SeC. I 1ic I Ill (Il,IIIC. IMr C / Cii C ruat, ルCIいI1 

180-- 



.e
 

H
 
b
 

r'
 

cAu iiOi T1K 9: 

LI 	l6 11血） 1.1 CjtI'1II I 10111! 1111.1' 	1./Il 	.'I'l I! ill/I (/II1tf[ 	C.! II功 g11:1 I.)'Ifl 1I.l.% 	I,,(I,I 

- (ill C- GIn c器器器011無101. 

ー（了Iた打 Inbfl! 

ー Sd ルohぶ 

ー (;i'i IIIICI 

ー Kf [I ICI1 lIiII,2 lbo.! 

ー（了，,ic 、でII I () III、1C. 

CAU HOI TIll 10: 

41 	qtI.I 山 (ijillI C(IO i COlIC' ne 'i'i l.)dll 

CAU 11th THU 11: 

んノ戸編Z 

乃 011811.4111 qIIn gm11111/I〔た i （力lIe 1.1.10 ti/u (II Iig1101 目・1)111! 111(1]gi'Il110 Ill 

即en 11うIigIR? j/i,4 I[1.I CII() I1OAI) 必 I功に；lII jeII" 

I.c.ii C小・ t L一U fli!: 

t 言c 	g 18l 	(IOifl Mしa1111111 

gleい〔 rong S6 

ngd61 

DI$i 	COII1! S6 

ng3y 

・

。

‘
・
e
  

く
「
 
ー
 

 

M 'u a 」A 1 い 
 

．
・

。  

・J 	

t 
・。 

n 
Oと  

．・。・ビ  

．  

、 
！ 

一‘、 し 

・さ・a  

・さ ー  

‘。 いr  

S C. 	

」 0  

1 	

1b 	

、
・ 	

t  

ー  

「〕dPi泊 

( ’き V 

~瓦ia 

Sanl)hA「lg 鱗
  

一
 

 

J
  

('huan hi 	s ions 

し ieo 【 FOr堪 八ノを, 

(hIII s6c 	cay fv 

[10111 	I1l.fdC ノ1/b 
Roiu 	)Ibiifl 

、TtluOさ tI・i( 	sau 

Thu6c cliれ c6 
Aん 

LlIII 	Co ノぬ 

I 	.il 4βぱ可 タ4 8ザ ク是イ、フ タ 

ー層
I
 

c
c
7
 

 

ー
 
 Phnn 	Loii 

IXinc! 	i5i 

v.n 	cnUき eI' 

(ac 	Io月 lkhdc 

-81ー 



OCAU FI6I THLY 12 

、in g i8 dinh cho bi't cI.i si dung cac !Oui th eC bl na() 	lO!I'g ii-I iii C/ti! 

de 	plluc vii san vujr ‘ Vii slI'd i,irig ban il/lieUI 〕 

J.C)d I Cめ’: 

M自alllげa M亡にlkhO 

Cdc gial 	doari 

gieo trong Lao cl◇ng 
gia dinh 

May 

k己0 

CdC 	loa1 

にhd c 

Lao（めng 

8]a (hmuh 

May 

kto 

C'AC 	I O.11 

khdc 

Chu言n bj (1st 

顧P bさ 

U'hV 

Biia 

San )Mflg 

人
  

。く 

肋t gi6ng C人 ‘フ Zへ 

(:jeo 	trOng 0く、 く 

('hafli 	SOC ス ？くこ 

Bdm nし心C メ oく、 

IThn bcn 
Thu6c tru sau 

Thuck dit CO 

人 

又 
ウ‘~ 

Lam 	CO 又 
ザ 

じ‘ t 

IThan 	loal クく、 
（フ‘ \ 

[)Oflg gm 
ワ人 

ウー一ー 

VAn chuv'n 
（ソ～ Jー～~ 

cac 	1oai 

cong v瞬c khac 



.1 iiitifl ljI 	(LI’ぐ li，・I,H'lr'i LI Cli I〕，・ I旦L・ c に IIn，い "I.eI.i (fill/I 	パ・I, 	n「し 

(/uElIl Il" 	l)IilIll I)I(l 1(1 f.!klcII hluIlL' 	i、ulぎ I hIi)') 	v i:Lll IlI() !,iLi 

l.'dc 	」O日 i 

Ct')IL 	lcC 
Sii 	t 	I t・n 	I 

'IUi 	l_d:i 	H I 

II :1 	ch.0 、 I1 

	

ii ail 	七・ I.1！・ 

II'.) 	lilt 	・‘ 11.1 

瓦声ー Ih1 	'tting イ野叫 乙かfフレッノ一 GzJ. 
l'hAn hon ぐるザ ノ ク ク 

Thu6c 、A(I 付夕 ク ／ノ ノノ 

1れuOc' iiiれ 	C6 zo叫 ク ク ク 
S"a chiia m小・ O 

Stta chTa khic り 

Mfl2（嵐U lIlLy 0 

\;、t 	ttI 	bat) 	hi 0 

[.nit 」： 1・さ /.)hltl()fl!' 1/itた thin/i to,qii: 

一 万さH“博i, 

ー T注n sどC,, 
CAU n6i 'nul 14; 

.V! i-I ,?I..i (Iii功 tLIJ 	/nnt_'(hit.t /.)泥l'liti (1/?山’ttI'i gi,l ii wIt (a S'ln p/tin 	IU)IIC 

Ii.?/lI( 'i' l 	c/uJ p/li' siii .\twl i 	t t・Oni? ui/il qU;l" 

Lot 」 

san 	ithaiu 

SI丁 It灯n t 

Sait 	INlttm 

	

t 1i i 	b:in 

	

t FUllg 	hiFill 

「
中
 

一4
'
 

Lu a 君‘ち タグ面与 46っicg 

, マ （う「万 	／ 足6でて）タy 
/ 

フ辰アてダ 
Ga camlケ 之不ひケ ノsを〉穿二 

白・“「響 

l)ti I 	g in 	s).iC 

I.;I tI 	StIC 	k hcic 

I.'LIC 	thu 	khic 

tti 	nontz. I tchiep 

-83ー 



Xi n sia（ガoh cho 1)1et ti-Of)g nIl!!) quo CdC lhdn力 liど I) tiOf?g gj 11 dI '1/) 

居iii nhdn.g 1 oi i r 1' C .sati C iorig 1)11 (、 I、れlI，「 iliC) 1 	-Jぐ C k 1 (:!h (it押て hu)I功1 ('Li 

rjen ‘フ 

Hq Va ten 版o 茄ノ llり尾 
thhrih vien 

trong gia ciinh Bio 	lau So 	Ii己0 Bao 	Iau Si 	t 応11 [sao 	IOu So 	t 1(! 

Lani nOng nghiぐ p sD多 

Phi nOng nghi&p タgる勿 

BuOn ban 

I何dnglildng 

T Iiづ tht'i 	cOng 

Vant航 
,ノ 	 ,I, 	,, 3006 
メ加lん2!4ノチし 
、いnど iiS11lc 1) 

gta Clinh 

CAU ni THII 16; 

Xiii cho b応t iC cac k/i（フ an iaV nび /ioIlc. t in d(In!2 ti'orlo nIliii cjuaり 

:ieu c6 xin ChO b肥 t Hin) va、'、 ( 庁 Iii' ill)永・ 0/10 aI l一‘1ぎ 1言 boo rihieu‘目en 

vav. 

('ho vav 

・

‘e
  

B
 
a
 

1
I
 

U
  

0
 
t
 
n

、

e
 
h
 

0
  

1
  

N◇】 clung hブ1 	ding 

(LOi 	suぎ t 、 iig心 t rわ 

V
 
a
 
.

a
、
 

C
  

」
目
 a
  

「い
 
v
・
 
 

v
・
C

一
 
 

t
 
。
 

a
・1
  

a
  

j
 

 「
  

肌
  

I 

1 


